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周防大島町告示第12号 

 令和５年第１回周防大島町議会定例会を次のとおり招集する 

    令和５年２月24日 

                              周防大島町長 藤本 淨孝 

１ 期 日  令和５年３月３日 

２ 場 所  大島庁舎議場 

────────────────────────────── 

○開会日に応招した議員 

山中 正樹君          栄本 忠嗣君 

白鳥 法子君          竹田 茂伸君 

山根 耕治君          岡﨑 裕一君 

田中 豊文君          新田 健介君 

吉村  忍君          尾元  武君 

小田 貞利君          久保 雅己君 

荒川 政義君                 

───────────────────────────── 

○３月７日に応招した議員 

 

────────────────────────────── 

○３月22日に応招した議員 

 

────────────────────────────── 

○３月24日に応招した議員 

 

────────────────────────────── 

○応招しなかった議員 

 

────────────────────────────── 
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─────────────────────────────────────────── 

令和５年 第１回（定例）周 防 大 島 町 議 会 会 議 録（第１日） 

                             令和５年３月３日（金曜日） 

─────────────────────────────────────────── 

議事日程（第１号） 

                         令和５年３月３日 午前９時30分開会 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 諸般の報告 

 日程第４ 施政方針並びに提案理由の説明・行政報告 

 日程第５ 報告第１号 専決処分の報告について（変更契約、法第180条関係） 

 日程第６ 諮問第１号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 日程第７ 議案第９号 専決処分の承認について（令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第

９号））（質疑・討論・採決） 

 日程第８ 議案第10号 令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第10号） 

 日程第９ 議案第11号 令和４年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第10 議案第12号 令和４年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第11 議案第13号 令和４年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第12 議案第14号 令和４年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第13 議案第15号 令和４年度周防大島町水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第14 議案第16号 令和４年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第15 議案第17号 令和４年度周防大島町病院事業特別会計補正予算（第４号） 

 日程第16 議案第18号 周防大島町沖家室シーサイドキャンプ場設置条例の制定について 

 日程第17 議案第19号 周防大島町自然休養村管理センター設置条例の廃止について 

 日程第18 議案第20号 周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正につ

いて 

 日程第19 議案第21号 周防大島町空家等の適正管理に関する条例の一部改正について 

 日程第20 議案第22号 周防大島町スクールバス条例の一部を改正する条例の一部改正につい

て 

 日程第21 議案第23号 周防大島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正について 
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 日程第22 議案第24号 周防大島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正について 

 日程第23 議案第25号 周防大島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部改正について 

 日程第24 議案第26号 周防大島町国民健康保険条例の一部改正について 

 日程第25 議案第27号 山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同

処理する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更について 

 日程第26 議案第28号 山口県市町総合事務組合の財産処分について 

 日程第27 議案第29号 油宇集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第28 議案第30号 小泊集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第29 議案第31号 むつみ荘の指定管理者の指定について 

 日程第30 議案第32号 周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」の指定管理者の指定に

ついて 

 日程第31 議案第33号 周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」の指定管理者の指

定について 

────────────────────────────── 

本日の会議に付した事件 

 日程第１ 会議録署名議員の指名 

 日程第２ 会期の決定 

 日程第３ 諸般の報告 

 日程第４ 施政方針並びに提案理由の説明・行政報告 

 日程第５ 報告第１号 専決処分の報告について（変更契約、法第180条関係） 

 日程第６ 諮問第１号 人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて 

 日程第７ 議案第９号 専決処分の承認について（令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第

９号））（質疑・討論・採決） 

 日程第８ 議案第10号 令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第10号） 

 日程第９ 議案第11号 令和４年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第10 議案第12号 令和４年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第11 議案第13号 令和４年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第12 議案第14号 令和４年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号） 

 日程第13 議案第15号 令和４年度周防大島町水道事業特別会計補正予算（第３号） 

 日程第14 議案第16号 令和４年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号） 
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 日程第15 議案第17号 令和４年度周防大島町病院事業特別会計補正予算（第４号） 

 日程第16 議案第18号 周防大島町沖家室シーサイドキャンプ場設置条例の制定について 

 日程第17 議案第19号 周防大島町自然休養村管理センター設置条例の廃止について 

 日程第18 議案第20号 周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用

等に関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正につ

いて 

 日程第19 議案第21号 周防大島町空家等の適正管理に関する条例の一部改正について 

 日程第20 議案第22号 周防大島町スクールバス条例の一部を改正する条例の一部改正につい

て 

 日程第21 議案第23号 周防大島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部改正について 

 日程第22 議案第24号 周防大島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定

める条例の一部改正について 

 日程第23 議案第25号 周防大島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部改正について 

 日程第24 議案第26号 周防大島町国民健康保険条例の一部改正について 

 日程第25 議案第27号 山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同

処理する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更について 

 日程第26 議案第28号 山口県市町総合事務組合の財産処分について 

 日程第27 議案第29号 油宇集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第28 議案第30号 小泊集会施設の指定管理者の指定について 

 日程第29 議案第31号 むつみ荘の指定管理者の指定について 

 日程第30 議案第32号 周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」の指定管理者の指定に

ついて 

 日程第31 議案第33号 周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」の指定管理者の指

定について 

────────────────────────────── 

出席議員（13名） 

１番 山中 正樹君       ２番 栄本 忠嗣君 

３番 白鳥 法子君       ４番 竹田 茂伸君 

５番 山根 耕治君       ６番 岡﨑 裕一君 

８番 田中 豊文君       ９番 新田 健介君 
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10番 吉村  忍君       11番 尾元  武君 

12番 小田 貞利君       13番 久保 雅己君 

14番 荒川 政義君                 

────────────────────────────── 

欠席議員（なし） 

────────────────────────────── 

欠  員（１名） 

────────────────────────────── 

事務局出席職員職氏名 

事務局長 大川  博君     議事課長 池永祐美子君 

書  記 浜元 信之君                 

────────────────────────────── 

説明のため出席した者の職氏名 

町長 …………………… 藤本 淨孝君   副町長 ………………… 岡村 春雄君 

教育長 ………………… 星野 朋啓君   病院事業管理者 ……… 石原 得博君 

総務部長 ……………… 中元 辰也君   健康福祉部長 ………… 重冨 孝雄君 

上下水道部長 ………… 山本 正和君   統括総合支所長 ……… 岡本 義雄君 

会計管理者兼会計課長 ……………………………………………………… 江本 達志君 

教育次長 ……………… 木谷  学君   病院事業局総務部長 … 大元 良朗君 

総務課長 ……………… 梅木 義弘君   財務課長 ……………… 岡原 伸二君 

農林水産課長 ………… 行田 一生君   商工観光課長 ………… 藤本 倫夫君 

政策企画課長 ………… 中原 藤雄君   施設整備課長 ………… 谷口 正義君 

────────────────────────────── 

午前９時30分開会 

○議長（荒川 政義君）  改めまして、おはようございます。 

 ただいまから令和５年第１回周防大島町議会定例会を開会いたします。 

 直ちに本日の会議を開きます。 

 本日の議事日程は、お手元に配付してあるとおりです。 

────────────・────・──────────── 

日程第１．会議録署名議員の指名 

○議長（荒川 政義君）  日程第１、会議録署名議員の指名を行います。 

 今期定例会の署名議員は、会議規則第１２７条の規定により、３番、白鳥法子議員、４番、竹
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田茂伸議員を指名いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２．会期の決定 

○議長（荒川 政義君）  日程第２、会期の決定についてを議題とします。 

 お諮りします。今期定例会の会期は、去る２月２４日開催の議会運営委員会において協議の結

果、お手元に配付してある会期日程のとおり、本日から３月２４日までの２２日間としたいと思

います。御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、今期定例会の会期は、お手元に配付して

ある会期日程のとおり、本日から３月２４日までの２２日間とすることに決定しました。 

────────────・────・──────────── 

日程第３．諸般の報告 

○議長（荒川 政義君）  日程第３、諸般の報告を行います。 

 それでは、昨年１２月定例会以降の諸般について御報告いたします。 

 まず、本日までに議会に提出されております文書について、地方自治法の規定に基づき、監査

委員より例月現金出納検査（１２月・１月・２月実施分）および定期監査（１２月・１月・２月

実施分）の結果の報告がありましたので、お手元にその写しを配付いたしております。 

 次に、陳情・要望につきましては、１２月定例会以降、山口県建設業協会大島支部から入札・

契約制度の改正への要望についてと、竜崎温泉指定管理受託者有限会社千鳥から原油等の高騰に

伴う光熱費の補填についての要望書を受理しましたので議員配付として既にお手元にお届けして

おります。 

 続いて、系統議長会関係について御報告いたします。 

 はじめに、柳井地区広域市町の関係では、令和４年１２月２２日に招集された柳井地区広域消

防組合議会第２回定例会並びに令和５年２月２４日の第１回定例会へは吉村議員と久保議員が出

席。また、令和４年１２月２６日の柳井地域広域水道企業団議会第２回定例会並びに令和５年

３月１日の第１回定例会へは竹田議員と山根議員が出席いたしております。 

 次に、山口県の関係では、令和５年２月１７日に山口県離島振興市町議会議長会定例会および

山口県町議会議長会２月定例会が開催され、ともに令和５年度の事業計画（案）並びに新年度予

算（案）等を審議して全て原案のとおり可決しました。 

 また、午後から全国町村議会議長会自治功労者表彰および町村議会表彰の伝達式が行われ、私、

荒川政義が都道府県町村議会議長会会長職３年以上の在職功労者として表彰されました。 

 令和元年７月から現在に至るまで私は山口県町議会議長会の会長を務めておりますが、引き続
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き、鋭意努力してまいる所存でございますので、今後ともよろしくお願いいたします。 

 なお、伝達式の後には、一般社団法人ＣｉａｌＦｒａｍｅの代表理事、中根元美氏を講師にお

招きし、ＳＤＧｓ・リスク・発展性から考える性の多様性について研修会が行われ、本町議会か

らは１０名の議員の参加をいただきました。 

 続きまして、全国の関係について御報告いたします。 

 令和５年２月７日の町村議会の制度・運営に関する検討委員会では、地方自治法の一部改正が

令和４年１２月１６日に公布されたことや、町村議会の運営に関する新たな検討組織の設置

（案）が報告され、その後の全国町村議会議長会理事会では、議会３団体、都道府県議会議長会、

市議会議長会、町村議会議長会による要請活動など、６件の報告を受け、令和５年度の事業計画

（案）や収支予算（案）のほか、第７４回定期総会の運営等について協議を行いました。 

 これらのほか、当日は町村議員会館理事会、共済会理事会、互助会理事会並びに中国地区町村

議会議長会会長・事務局長会議に出席いたしました。 

 翌、８日の全国町村議会議長会第７４回定期総会では、自治功労者表彰および町村議会表彰の

ほか、町村議会広報表彰の受賞者が発表され、その後の議事においては決議として、地方議会は

地方公共団体の重要な意思決定を行う位置づけにあり、議員は住民の負託を受け、誠実にその職

務を行うことを地方自治法に明文化すること。また、各企業の就業規則において、立候補に伴う

休暇制度を設けることを要請するなど、立候補の環境を整備することや、町村議会議員の報酬の

改善に向け地方財政措置の充実を図ること。そして、議会のデジタル化への取組に対する技術

的・財政的な支援を求めることとした第３３次地方制度調査会の答申を踏まえた地方自治法の改

正等の早期実現を求める決議を満場一致で採択をいたしました。 

 なお、総会に引き続き、都道府県会長会、共済会代議員会、互助会代議員会並びに町村議員会

館臨時評議員会へ出席いたしております。 

 続く令和５年２月９日は全国離島振興市町村議会議長会理事会の後、第２回総会および今年度

第３回目の離島振興に関する研修会に出席し、総会においては、離島振興法の一部を改正する法

律が令和４年１１月１８日に可決・成立したことの報告があり、その後、令和５年度の事業計画

（案）並びに収支予算（案）が審議され、全て満場一致で可決されました。 

 また、研修会には、国土交通省国土政策局離島振興課長の駒田義誌氏を講師にお招きし、改正

離島振興法および令和５年度離島振興対策予算（案）について御講演を拝聴いたしました。 

 以上が全国の関係であります。 

 最後に、議員研修並びに議員派遣について御報告いたします。 

 令和５年１月１０日から１２日にかけて行った東京への議員研修には１１名の議員が参加し、

これには藤本町長にも御同行いただきました。 



- 8 - 

 まず、一般社団法人ＣｉａｌＦｒａｍｅ代表理事の中根元美氏を講師にお招きし、セクシュア

ル・マイノリティの研修では、ＳＤＧｓ１７の目標のうち先進諸国の中で日本が遅れを取ってい

るジェンダー平等に関することやＳＯＧＩハラスメントのお話に加え、当事者の体験談を拝聴い

たしました。これらは現代社会の中で、その変化への対応と組織的な取組が求められていると実

感いたしたところでございます。 

 なお、この研修に関連し、令和５年２月２１日、ＫＫＲホテル東京において、ＥＥＳａ！Ａｗ

ａｒｄ２０２２授賞式が執り行われ、周防大島町議会を代表して栄本議員、吉村議員が出席のも

と、枠のない社会のために多様化を促進させる優秀な取組を実践した団体として、周防大島町議

会が表彰されました。 

 ＬＧＢＴＱなど、性的マイノリティを取り巻く様々な偏見と差別を解消し、人々が自分らしく

生きられる社会の実現に向け、今後も執行部とともに取り組んでまいる所存でございます。 

 次に、全国町村議会議長会事務総長、望月達史氏の講演では、議員のなり手不足の第１の要因

は議員報酬の低さにあり、それを解決するためには議会改革を進め、我々の活動量や内容を明確

にし、住民の理解を得ることが何よりも大切であること。また、多様な人材が議会に参画するた

めには兼業禁止を緩和し、請負禁止の範囲を見直す必要があることのほか、地方議会におけるデ

ジタル技術の活用や第３３次地方制度調査会の答申について地方公共団体が直面している様々な

課題の解決に向けた取組等を御教示いただきました。 

 続きまして、令和５年２月１５日には全国町村議員会館において町村議会広報クリニックが開

催され、議会広報編集特別委員会の吉村委員長、栄本副委員長、山根委員および岡﨑委員が出席

されました。 

 委員各位におかれましては、今後もさらに知見を深め、斬新なアイディアやチャレンジ精神の

もと、より多くの方に関心を持って読んでいただける議会広報誌の発行を期待しております。 

 最後に、町人会の関係でございますが、令和５年１月２２日に開催された東京久賀倶楽部総会

へ岡﨑議員が出席されました。議会を代表し、会員との情報交換や親睦の和を広め、ふるさと大

島に対する熱い思いと寄せる期待の大きさに責任の重大さを深く感じたことと存じます。大変お

疲れさまでございました。 

 なお、関西橘町人会、東京東和町人会、東京たちばな会、東京大島ふるさと会につきましては、

情報が入り次第、議員各位にお知らせをいたしますのでよろしくお願いいたします。 

 以上で諸般の報告を終わります。 

────────────・────・──────────── 

日程第４．施政方針並びに提案理由の説明・行政報告 

○議長（荒川 政義君）  日程第４、施政方針並びに提案理由の説明・行政報告に入ります。 
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 町長から施政方針並びに提案理由の説明・行政報告を求めます。藤本町長。 

○町長（藤本 淨孝君）  皆様、おはようございます。 

 本日は、令和５年第１回周防大島町議会定例会を招集いたしましたところ、議員各位におかれ

ましては、御多忙の折にもかかわりませず御参集を賜り厚くお礼を申し上げます。 

 令和５年度一般会計予算をはじめ、各特別会計予算並びに諸議案につきまして御審議いただく

にあたり、町政運営に臨む私の基本的な考え方の一端を申し述べさせていただき、議員各位並び

に町民の皆様の御理解と御協力を賜りたいと存じます。 

 全国的に新型コロナウイルス感染症の新規感染者数が減少傾向にあり、山口県においても同様

に減少傾向となっております。 

 国は、特段の事情がない限り、新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけについて、令和

５年５月８日から現在の２類相当から５類に変更する方針が決定され、令和５年３月１３日から

マスクの着用についても、個人の判断に委ねることを基本とする方針も示され、今後の新型コロ

ナウイルス感染症の対策においては、大きな転換点を迎えることになると考えております。しか

しながら、本町は高齢者の方も多く引き続き感染状況を注視してまいります。 

 およそ３年におよぶコロナ禍の長期化等により、町民の方々の暮らしや地域経済に大きな影響

が生じ、町政を取り巻く環境は大きく、そして、急速に変化しております。 

 現在は、コロナ禍からの社会経済活動の正常化が進みつつありますが、原材料価格の上昇や電

気代や燃油代等のエネルギー・食料価格の高騰などへの対策が大きな課題となっております。 

 このような状況の中でも、町民サービスの水準を維持し、さらには、本町の行財政運営の基本

となる総合計画にて将来像として掲げております人と自然が響きあう笑顔あふれる安心のまち周

防大島の実現に向け、長期的な視点に立った町政運営を進めていくとともに、社会情勢の変化が

生じている中においても、新たに求められるニーズに的確に対応しながら、本町がこれまで育ん

できた環境、産業、医療・介護・福祉、教育、防災など、あらゆる分野で一層磨きをかけて周防

大島町らしさを深化させていくことが必要であると考えております。 

 それでは、改めて本町を取り巻く状況とともに申し上げます。 

 日本経済の現状について、内閣府が発表した２月の月例経済報告によりますと、景気は、この

ところ一部に弱さがみられるものの、緩やかに持ち直しているとし、先行きにつきましては、ウ

ィズコロナのもとで、各種政策の効果もあって、景気が持ち直していくことが期待される。ただ

し、世界的な金融引締め等が続く中、海外景気の下振れが我が国の景気を下押しするリスクとな

っている。また、物価上昇、供給面での制約、金融資本市場の変動等の影響などを注視する必要

があるとの基調判断を行っております。 

 国における令和５年度の予算編成についての考え方として、我が国の経済はコロナ禍からの社
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会経済活動の正常化が進む中で緩やかな持ち直しが続いております。 

 その一方で、ウクライナ情勢を背景とした国際的な原材料価格の上昇や円安の影響等によるエ

ネルギー・食料価格の高騰、欧米各国の金融引締めによる世界的な景気後退懸念など、我が国の

経済を取り巻く環境には厳しさが増しているとされております。 

 このような状況において政府は、経済財政運営と改革の基本方針２０２２、こちらは骨太の方

針というものでありますが、こちらに沿って、足元の物価高を克服しつつ、経済再生の実現に向

け、人への投資、科学技術・イノベーション、スタートアップ、ＧＸ、これはグリーントランス

フォーメーション、そして、ＤＸ、こちらはデジタルトランスフォーメーションでありますが、

といった成長分野への大胆な投資、少子化対策・こども政策の充実等を含む包摂社会の実現等に

よる新しい資本主義の加速や、外交・安全保障環境の変化への対応、防災・減災、そして、国土

強靱化等の国民の安全・安心の確保をはじめとした重要な政策課題について必要な予算措置を講

ずるなど、メリハリの効いた予算編成を行い、その政策効果を国民や地方の隅々まで速やかに届

け、我が国の経済を持続可能で一段高い成長経路に乗せていくことを目指すとされております。 

 次に、本町の財政状況についてであります。 

 令和４年９月議会において認定をいただきました令和３年度決算のとおり、地方公共団体の財

政の健全化に関する法律、こちらに基づく健全化判断比率等は、早期健全化基準を下回っている

ところであり、財政構造の弾力化を判断する経常収支比率についても、令和３年度は普通交付税

の追加交付等により、前年度より３.９％と改善されましたが、９２.４％と依然として高い比率

であり、財政構造の弾力性は少ない状況であります。 

 また、本町の主要財源である普通交付税については、令和２年から合併特例措置が完全になく

なり、今後は、国勢調査の人口減少の影響や町税、各交付金等の推移により減額となる見込みで

おります。 

 さらに、病院事業や下水道事業等の特別会計への繰出金につきましても、予算総額の約４分の

１を占めていることを鑑みますと、今後も一層の財源不足が懸念されることから、令和５年度に

おいても、非常に厳しい財政状況を十分に認識をして危機感をもって、より厳格な行財政運営を

行い、本町の最重要課題である財政の健全化に取り組む必要があると考えております。 

 それでは、令和５年度の重点政策について申し上げます。 

 重点政策の第１は子育て・教育支援についてであります。 

 以前から皆様にお話ししておりますとおり、私自身、子育て世代の代表として、子育て・教育

支援を充実させ、周防大島町で子育てをしてみたい、子育てをしてよかったと思っていただける

ようハード・ソフト事業の両輪で進めていきたいと考えております。 

 そのためには、まずは安心して出産ができる環境づくりが必要であり、柳井医療圏域内の総合
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病院に対して産科医師の確保のための支援や妊娠・出産・子育てに関するワンストップ相談窓口

としての子育て世代包括支援センター事業の充実や健康相談・健康教育・健康診査・訪問指導な

ど、関係機関と連携しながら妊娠期から切れ目のない支援を行ってまいりたいと考えております。 

 また、子育てしやすい環境づくりといたしまして、保護者負担の軽減のため米空母艦載機部隊

配備特別交付金、こちらを財源とし、町内小中学校における学校給食費の無償化事業、それに加

えて、あろは教室通学者やアレルギー対策での弁当持参者で町が提供する学校給食が食べられな

い児童そして生徒について、学校給食費無償化相当分を補助金として交付する事業を進めること

としております。 

 さらに、育児放棄や児童虐待などの要保護児童の早期発見・早期対応のための子育て支援のネ

ットワークづくりを推進し、児童の健全育成や仕事と子育ての両立支援のための延長保育等の保

育サービスの充実を図るとともに、乳幼児の健康診査や育児相談により乳幼児期から健康管理の

充実を図り、安心して子育てができるよう支援してまいりたいと考えております。 

 次に、教育支援についてでございますが、教育の質の向上は、未来を担う子ども達へのとても

重要な投資であり、支援であると考えており、ＩＣＴ教育を引き続き推進し、学習において効果

的に活用するため、ＩＣＴセンター主任や支援員を配置するなど、児童・生徒が主体的に学習す

る新たな学びを創造するための整備を継続して行い、ＡＬＴによる外国語教育など、幼少期から

英語に触れる機会を創出し、保育園、小学校、中学校、高等学校と各年代に応じた英語教育の提

供に努め、国際理解教育とグローバル人材を育成するための教育の充実も図りたいと考えており

ます。 

 また、昨年は新型コロナウイルス感染症の拡大により中止となりましたが、高校生を対象とし

た語学留学事業を姉妹島のカウアイ島で実施し、語学力の向上はもとより異文化を理解し、交流

したり、活躍できる次世代の人材育成を図りたいと考えております。 

 さらに、郷土愛を育む機会づくりとして、この島で地域との積極的な交流による心豊かにたく

ましく生きる周防大島っ子の育成を図るとともに、本町の貴重な歴史資源、民俗学者宮本常一先

生が残された著作や資料などを通じて、豊かな人間性やふるさとへの愛情と誇りを育む活動につ

いても推進し、地域資源を有効に活用した教育活動を展開するため、社会科副読本きょうど大島

の改訂を行うこととしております。 

 第２は、安心・安全対策についてであります。 

 安心・安全なまちづくりは町民生活を支えるうえで大変重要なものであり、南海トラフ巨大地

震や津波、大雨による土砂災害などの自然災害や交通事故、火災、犯罪などから町民の生命や暮

らしを守るため、関係機関・団体と緊密に連携しながら、的確な対策を講じてまいりたいと考え

ております。 
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 はじめに、防災対策につきましては、自助・共助・公助の取組を一層推進させるためのハザー

ドマップ等を活用した広報活動、防災訓練や防災講演会等を通じ、町民の皆様が学び考える場を

確保することで防災意識の醸成を図るとともに、自主防災組織等が災害時に効果的な活動ができ

るよう活動支援補助金を交付し、支援を行ってまいります。 

 また、災害・非常事態に強い公共インフラの整備、平時や災害時に安定的に情報が伝達できる

よう防災行政無線再整備を年次的に実施してまいります。 

 消防体制につきましては、消防団員の減少や高齢化に対応した消防団組織の再編の検討や消防

施設の更新・整備に取り組み、女性を含む消防団員の確保に努めながら、火災や激甚化する自然

災害などにも対応し得る地域消防力の充実・強化を図ってまいりたいと考えております。 

 次に、交通安全、防犯対策については、関係機関・団体と連携を図りながら交通ルールの遵守

とマナー向上を促進するとともに、交通安全施設等の整備に努め、防犯対策では、全国的にうそ

電話詐欺などの特殊詐欺が多く発生していることから、警察をはじめ関係機関との連携を強化し、

町民の防犯意識の向上を図るとともに引き続き犯罪や事故防止、そして、行方不明者の捜索等の

ため公共の場所に防犯カメラを設置してまいります。 

 第３として、未来につながる基盤強化についてであります。 

 本町をはじめ多くの自治体では、人口減少や少子高齢化の進展、複雑多様化する住民ニーズへ

の対応、自治体ＤＸの推進や環境問題、空家空地対策、公共施設の維持管理、さらには財政難な

どといった大きな課題に直面しており、持続可能な行財政運営を確立するためには、戦略的な未

来への投資が必要であると考えております。 

 そのようなことから、本町の総合計画の基本目標に３つのまちづくりを掲げており、令和５年

度に各分野において新規事業として２６事業と拡充事業１２事業を計画し、継続事業においても

しっかりと取り組むことで、本町の未来につながる強い基盤をつくることで、町民の皆様や事業

者の方々のチャレンジを後押しができるものと考えております。 

 本町が抱える課題は多岐にわたりますが、町民の皆様が周防大島町で暮らしてよかった。ずっ

と住み続けたいと思っていただけるよう、引き続き職員とともに全力で町政運営に取り組んでま

いる覚悟でございますので、町議会をはじめ、関係各位のなお一層の御支援、御協力をお願いい

たします。 

 それでは、令和５年度の当初予算編成について、御説明を申し上げます。 

 総務省による地方財政対策においては、通常収支分として、社会保障関係費の増加が見込まれ

る中、地方公共団体が、住民のニーズに的確に応えつつ、地域のデジタル化や脱炭素化の推進な

ど、様々な行政課題に対応し、行政サービスを安定的に供給できるよう、交付団体をはじめ、地

方が安定的な財政運営を行うために必要となる一般財源総額について、令和４年度地方財政計画
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の水準を下回らないよう実質的に同水準を確保することを基本とし、地方財政対策を講ずること

として、地方税、地方交付税等の一般財源総額について、水準超経費を除く交付団体ベースで、

前年度に比し１,５００億円、０.２％増の６２兆１,６３５億円を確保するとしております。 

 また、さきにもあげましたけれども、経済財政運営と改革の基本方針２０２２では、国際情勢

の変化と社会課題の解決に向け、強靱で持続可能なものに変革していく新しい資本主義を起動し、

我々自身の資本主義をバージョンアップしていくことにより自由で公正な経済体制を一層強化し

ていくこととしております。 

 それでは、お手元にお配りいたしました当初予算案の概要により御説明申し上げます。 

 ４ページをお願いたします。 

 まず、１．予算編成についてでございます。 

 令和５年度は私にとって町長就任後３年目の予算編成となりました。 

 本町では、行財政運営の基本となる新たな総合計画が令和３年度からスタートし、将来像とし

て掲げました人と自然が響きあう笑顔あふれる安心のまち周防大島の実現に向けて、長期的な視

点に立った町政運営を進めているところでございます。 

 また、喫緊の課題である人口減少や少子高齢化にも、依然歯止めがかからない状況であります

が、私の掲げる基本目標であるたのしい島・すみたい島・いきたい島の３つの大きな柱の実現に

向けて、子育て・教育支援そして安心・安全対策、また、未来につながる基盤強化に結びつく各

種施策を展開し、勇気と真心をもって果敢にチャレンジしてまいりたいと考えております。 

 しかしながら、自主財源に乏しい本町にとりましては、国からの地方交付税を主要財源とした

財政運営を進めておりますが、限られた財源を有効的に活用し、持続可能な財政基盤の確立を図

りつつ、令和５年度の各種事業に取り組んでまいる予定としております。 

 また、令和４年度にはこれまでの再編交付金交付終了後の新たな米空母艦載機部隊配備特別交

付金を活用した学校給食費無償化事業基金を積み立て、令和５年度から給食費無償化にかかる所

要額を計上いたしております。 

 さらに、今後のまちづくりを進めるにあたり、財政基盤の拡充を図るため、合併特例債を活用

した合併地域振興基金を令和元年度に続き積み立てる予定としております。 

 次に、２．予算規模といたしましては、本町の令和５年度当初予算は、一般会計で１４６億

９,０００万円、前年度に比べ、８億１,０００万円の増額、比率にして５.８％の増となってお

ります。 

 また、国民健康保険事業特別会計から渡船事業特別会計までの４特別会計は６５億３,０２９万

円で、前年度に比べ、４,９４２万３,０００円の減額、比率にして０.８％の減、水道事業会計

から病院事業会計までの３企業会計は、９７億３,６２２万２,０００円で、前年度に比べ、２億
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６,５９７万３,０００円の増額、比率にして２.８％の増、合計では、３０９億５,６５１万

２,０００円、前年度に比べ、１０億２,６５５万円の増額、比率にして３.４％の増となってお

ります。 

 一般会計について増額となった主な要因といたしましては、歳入では、普通建設事業の影響か

ら県支出金が大幅減となる一方、特別交付税、地方消費税交付金については増額を見込み、若者

定住促進住宅建設事業や学校給食費無償化事業の財源とするための基金繰入れなどがあげられま

す。 

 歳出では、防災行政無線再整備事業、若者定住促進住宅建設事業、小学校空調設備改修事業な

ど、普通建設事業費の増加や合併地域振興基金積立金などがあげられます。 

 ５ページをお願いいたします。 

 Ⅱの予算総括表についてであります。 

 本町の令和５年度当初予算は、一般会計と国民健康保険事業特別会計から渡船事業特別会計ま

での特別会計を合わせると、合計で、２１２億２,０２９万円となっており、前年度比３.７％の

増、７億６,０５７万７,０００円の増額となっております。 

 次に、水道事業特別会計では、収益的支出で８億３,２７８万１,０００円、資本的支出で２億

４,４０９万８,０００円、下水道事業特別会計では収益的支出で１０億３,３４１万４,０００円、

資本的支出で１６億６,３５２万８,０００円、病院事業特別会計では収益的支出で５１億

２１７万１,０００円、資本的支出で８億６,０２３万円の予算となったところであります。 

 ６ページをお願いいたします。 

 一般会計の歳入の状況でございますが、１款町税は前年度から４０２万８,０００円増の

１２億７,２４２万３,０００円、対前年度比０.３％の増額計上となっております。 

 ７款地方消費税交付金や１０款地方交付税につきましては、前年度の実績見込みや地方財政計

画等により試算をして計上しており、地方消費税交付金は５,９００万円増額、地方交付税は

３,０００万円増額の７３億８,０００万円を見込んでおります。 

 １５款県支出金につきましては、令和４年度に計上した地家室園地整備事業等にかかる補助金

の皆減等により、２億４,６６３万２,０００円減額の８億５３８万４,０００円となっておりま

す。 

 続いて、１８款繰入金は、各基金の取崩しでございますが、３億４,５３０万３,０００円増額

の９億５,４１７万３,０００円となっております。 

 財源不足を補うための財政調整基金は、７億３,３０１万６,０００円を繰り入れることとして

おります。 

 また、新たに学校給食費無償化に伴う学校給食費無償化事業基金から３,６２４万５,０００円
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を繰り入れることとしております。 

 ２１款町債につきましては、７億９,２００万円増額の２１億７,１９０万円の計上となってお

ります。 

 先ほど申し上げましたが、防災行政無線再整備事業や若者定住促進住宅建設事業等の財源とな

る過疎対策事業債のほか、小学校空調設備改修事業や合併地域振興基金積立金等の財源である合

併特例債がその主なものでございます。 

 以上が歳入の状況でございますが、７ページの下の表にお示ししておりますとおり、本町の町

税等による自主財源比率は１８.３％と低い状況でありまして、依然として地方交付税や町債、

国庫支出金や県支出金といった依存財源、こちらは８１.７％になりますが、こちらに頼らざる

を得ない厳しい財政状況となっております。 

 次に、８ページをお願いいたします。 

 歳出の状況を目的別にお示ししております。 

 １款といたしまして、議会費では３３万７,０００円増額の９,１１７万７,０００円の計上で

ございます。 

 ２款総務費では、合併地域振興基金に５億円積み立てるほか、防災行政無線再整備事業や若者

定住促進住宅建設事業などにより１０億４,８８５万１,０００円増額の２７億７５１万

９,０００円の計上でございます。 

 ３款民生費では、２,６４１万１,０００円減額の２４億６,５７５万４,０００円となっており

ますが、小学校統合に伴う東和児童クラブ、こちらは仮称でありますが、新築事業費を新たに計

上いたしております。 

 ４款衛生費では、じん芥処理施設やし尿処理施設の改修費等により、１億６７７万７,０００円

増額の９億７６６万１,０００円の計上となっております。 

 ５款農林水産業費では、海岸保全整備事業費が増額となっておりますが、令和４年度に計上し

ておりました地家室園地整備事業費等の減額により、３億９,２９３万５,０００円減額の７億

１,０３９万２,０００円の計上でございます。 

 ６款商工費では、道の駅サザンセトとうわの改修事業費等により１,８７８万６,０００円増額

の５億５,７２６万８,０００円の計上でございます。 

 ７款土木費では、道路橋りょう維持管理事業費は増額しておりますが、令和４年度に計上した

管内図作成業務の終了等により、２,７７９万５,０００円減額の５億６７１万１,０００円の計

上でございます。 

 ８款消防費では、令和４年度に計上した耐震性貯水槽の設置事業終了等により４,８８６万

６,０００円減額の４億５,０９８万円の計上でございます。 
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 ９款教育費では、小学校施設改修事業として浮島小学校および島中小学校の空調設備改修等に

より１億４,８０５万円増額の１１億８２２万７,０００円の計上となっております。 

 また、学校給食費無償化にかかる基金の充当も行っております。 

 また、１０款災害復旧費は、過年度道路橋りょう災害復旧事業等で９,２２７万６,０００円を、

そして、１１款公債費につきましては１７億６,３５１万７,０００円を、そして１２款諸支出金

には４つの特別会計と３つの企業会計への繰出金３２億９,８５１万８,０００円を計上いたして

おります。 

 なお、１３款予備費につきましては、前年度と同額の３,０００万円としております。 

 次に９ページをお願いいたします。 

 この表は、８ページの目的別の歳出予算を性質別にそれぞれ分類し、表記し替えたものでござ

います。 

 次に１０ページをお願いいたします。 

 地方債残高の状況でございますが、上段の表の一般会計における起債残高は、令和５年度末に

は４億７,４７３万９,０００円増額し、１５７億１,８６２万１,０００円になると見込んでおり

ます。 

 １１ページには各基金の状況をお示ししております。 

 財政調整基金は、令和５年度予算では７億３,３０１万６,０００円の取崩しを予定しておりま

す。また、下から８行目の合併地域振興基金には新たに５億円積み立てる予定のため、利子を含

めた額を計上しております。 

 その２行下の学校給食費無償化事業基金には、学校給食費無償化に要する経費として３,６２４万

５,０００円を取崩す予定としております。 

 続きまして、１３ページからは主要事業の概要につきましてお示しをしております。 

 本町の総合計画の３つの基本目標であります、１．自然と共生した快適で活力あるまちづくり、

２．人が元気で活躍するまちづくり、３．安全・安心で思いやりに満ちたまちづくり、こちらに

沿って各事業を分類し、掲載いたしております。 

 それでは、新規事業を中心に幾つか御紹介させていただきます。 

 １３ページ、産業の振興の新規事業の一番上でございます。農業担い手対策効果分析業務でご

ざいますが、農業担い手の技術習得等の様々な支援対策を分析・検証することで、新たな農業担

い手確保対策等への展開を図ろうとするものでございます。 

 ４つ目の道の駅サザンセトとうわ改修事業では、道の駅利用者が快適に過ごせるように、また、

観光客増加を図るため改修等を行うものでございます。 

 １６ページをお願いいたします。 
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 生活環境の整備では、新規事業の一番上の危険空家等除去事業補助金でございますが、空家等

対策といたしまして、危険な空家等を除去、こちらは解体するための費用の一部を補助するもの

でございます。 

 ３つ目の浄化槽適正管理推進事業は、浄化槽の適正な管理を推進するため、ブロワの交換費用

や浄化槽本体の修繕費用を助成するものでございます。 

 １７ページの中段には、継続事業でございますが、久賀・大島地区および東和片添地区におい

て、引き続き公共下水道事業の整備を行うものでございます。 

 １８ページをお願いいたします。 

 都市基盤の整備の新規事業の一番上、町内１０Ｇネットワーク構築事業は、町内の光ケーブル

の通信速度を現状の１ギガから１０ギガに更新し、高速通信が利用できる環境を整備するもので

ございます。 

 その下のローカル５Ｇ基地局整備事業では、旧油田小学校へローカル５Ｇの高速通信環境を整

備する事業でございまして、都市部からの企業を誘致し、デジタル技術を活用した地域課題の解

決を目指そうとするものでございます。 

 その下からは、ＤＸ推進関連の３つの事業でございます。 

 町公式ＬＩＮＥ申請支援事業は、ＬＩＮＥのトークとマイナンバーカードを用いた一問一答形

式のオンライン申請ができるようにするものでございます。 

 続いて、イベント情報集約サービス事業は、ＡＩ（人工知能）により町内で開催されるイベン

トを集約し、町ホームページ等で掲載し、イベント情報を配信するものでございます。 

 続いて、画像処理技術導入業務事業です。こちらは、周防大島町の観光地やイベントの様子を

ＡＲ（拡張現実）やＶＲ（仮想現実）の技術を用いてリアルな体験を可能とすることで、観光客

の集客や地域の活性化を図ろうとするものでございます。 

 それでは、１９ページをお願いいたします。 

 定住の促進の新規事業、若者世帯住宅取得応援事業でございますが、若者世帯の本町へ移住促

進と町外への転出抑制を図るため、若者世帯が新築住宅または中古住宅を取得する際の支援を行

うものでございます。 

 また、その下の継続事業ですが、２つ目の若者定住促進住宅建設事業、こちらは大島地区へ第

３期分の４戸の住宅の建設工事等を行うものでございます。 

 続いて、２０ページをお願いいたします。 

 次は、学校教育の関係でございます。 

 新規事業の一番上、学校給食費無償化事業でございますが、令和５年４月から米空母艦載機部

隊配備特別交付金による基金を財源といたしまして、町内小中学校の学校給食費の無償化をはじ
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めるものでございます。 

 ２つ目の学校給食費等補助金こちらは、学校給食費無償化に関連するものですが、アレルギー

対策等による弁当持参者で、町が提供する学校給食が食べられない児童生徒の保護者に対して学

校給食費無償化相当分を補助金として交付するものでございます。 

 一番下の２つの事業でありますが、浮島小学校と島中小学校の空調設備改修でございますが、

老朽化が進み不具合のある現在の全館空調設備を個別空調設備へ更新する事業でございます。 

 ２１ページをお願いいたします。 

 拡充事業の４つ目と５つ目の部活動改革事業とＩＣＴ教育支援事業、こちらには、新たに部活

動センター主任、ＩＣＴセンター主任を配置し、それぞれの事業の推進を図ろうとするものでご

ざいます。 

 ２４ページをお願いいたします。 

 文化・スポーツ関係でございますが、ロードレース大会や少年サッカー大会など、各種スポー

ツイベントにつきましても継続して実施する予定でございます。 

 続いて、２５ページをお願いいたします。 

 交流の継続事業ですが、上から４つ目の語学留学生派遣につきましては、本町と姉妹島である

ハワイ州カウアイ島へ高校生を派遣するもので、語学の学習だけではなく、現地の方との体験交

流を通して英語によるコミュニケーション能力の向上を目指しております。 

 次に、一番下の保健・医療の関係となりますが、出産・子育て応援給付金事業は、全ての妊婦、

子育て世帯が安心して出産・子育てができるよう、伴走型相談支援と出産・子育て応援給付金に

よる経済的支援を一体的に実施するもので、令和４年１２月補正にて予算措置した事業を引き続

き取り組むこととしております。 

 続いて、２６ページの上から２つ目、周産期医療提供体制支援事業、こちらは、柳井医療圏内

の中核病院である総合病院に対して、産科医師等を確保するため、医療圏内の市町が財政的支援

を行い、周産期医療体制の維持を図るものでございます。 

 次に、２７ページの下段、福祉関係でございます。 

 新規事業の東和児童クラブ、仮称でありますが、新築事業は城山小学校と森野小学校の学校統

合に伴い、東和小学校地内に児童クラブを新築する事業でございます。 

 最後に、２９ページをお願いいたします。 

 防災・消防・救急関係でございます。 

 新規事業の防災行政無線再整備事業は、安定的に防災行政無線を運用していくため年次的に更

新する計画としており、令和５年度は、親局・中継局設備等を更新する予定でございます。 

 以上、主要事業につきまして、新規事業を中心に幾つか御紹介をいたしましたが、これまで取
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り組んでまいりました継続事業等も掲載しておりますので、後ほど御高覧いただければと存じま

す。 

 以上が主要事業の概要でございます。 

 また、３０ページには合併関連事業、３１ページには米空母艦載機部隊配備特別交付金関連事

業、３２ページにはまち・ひと・しごと創生基金充当事業、３３ページにはふるさと応援基金充

当事業を掲載しております。３４ページ以降には令和元年度以降の本町の財政状況を参考資料と

して添付しておりますので、あわせてご覧いただきたいと存じます。 

 以上が周防大島町の令和５年度当初予算案の概要でございます。（「町長、休憩」「はい」と

呼ぶ者あり） 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩します。 

午前10時30分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午前10時45分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。藤本町長。 

○町長（藤本 淨孝君）  続きまして、提案理由の説明について申し上げます。 

 今期定例会に提案しております案件は、報告１件、諮問１件のほか、令和５年度各会計当初予

算、令和４年度補正予算、条例の制定および一部改正など合わせて３５件であります。 

 報告第１号は、工事請負変更契約の締結について、専決処分をいたしましたので、これを報告

するものでございます。 

 諮問第１号は、任期満了に伴う人権擁護委員の候補者の推薦について、議会の意見を求めるも

のであります。 

 議案第１号は、令和５年度周防大島町一般会計予算についてであります。 

 予算総額は１４６億９,０００万円となっております。前年度当初予算比８億１,０００万円の

増額、率にして５.８％の増となっております。 

 議案第２号から議案第８号までは、令和５年度各特別会計予算に関わるものでございます。 

 議案第２号は、令和５年度周防大島町国民健康保険事業特別会計予算であります。 

 一般会計から２億５,７００万７,０００円を繰り入れ、予算の総額は２６億９,３２６万

６,０００円となっており、前年度当初予算比１,９２３万５,０００円の減額であります。 

 議案第３号は、令和５年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計予算であります。 

 一般会計から１億５,９０４万１,０００円を繰り入れ、予算の総額は４億５,８６２万

４,０００円となっており、前年度当初予算比５４０万５,０００円の増額であります。（発言す

る者あり）ごめんなさい。前年度当初予算比５４０万５,０００円の減額であります。失礼しま
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した。 

 続きまして、議案第４号は、令和５年度周防大島町介護保険事業特別会計予算についてであり

ます。 

 一般会計から５億５,３３８万５,０００円を繰り入れ、予算の総額は３２億８,５０６万

８,０００円となっており、前年度当初予算比７１５万７,０００円の減額であります。 

 議案第５号は、令和５年度周防大島町渡船事業特別会計予算であります。一般会計から

１,９２８万４,０００円を繰り入れ、予算の総額は９,３３３万２,０００円となっており、前年

度当初予算比１,７６２万６,０００円の減額であります。 

 議案第６号は、令和５年度周防大島町水道事業特別会計予算であります。 

 収益的予算については、収入合計を８億６,９９７万５,０００円、支出合計を８億３,２７８万

１,０００円とし、資本的予算については、収入合計を４,２１７万３,０００円、支出合計を

２億４,４０９万８,０００円とするものであります。 

 議案第７号は、令和５年度周防大島町下水道事業特別会計予算であります。 

 収益的予算については、収入合計を１１億７,１７３万３,０００円、支出合計を１０億

３,３４１万４,０００円とし、資本的予算については、収入合計を１３億７,９０８万

３,０００円、支出合計を１６億６,３５２万８,０００円とするものであります。 

 議案第８号は、令和５年度周防大島町病院事業特別会計予算であります。 

 収益的予算については、収入合計を５１億２１８万３,０００円、支出合計を５１億２１７万

１,０００円とし、資本的予算については、収入合計を８,４５０万円、支出合計を８億

６,０２３万円とするものであります。 

 議案第９号は、令和５年２月９日に山口県選挙管理委員会から、衆議院山口県第２区選出議員

補欠選挙について、令和５年４月１１日告示、令和５年４月２３日投票により執行する旨の通知

があり、直ちに選挙に要する経費を予算化する必要が生じたことから、令和４年度周防大島町一

般会計補正予算（第９号）を専決処分いたしましたので、これを報告し、議会の承認をお願いす

るものであります。 

 議案第１０号から議案第１７号までは、令和４年度各会計にかかる補正予算に関するものであ

り、決算見込みによる減額補正が主なものであります。 

 議案第１０号は、令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第１０号）であります。既定の予

算に、２２億２,９３２万５,０００円を追加し、補正後の予算を１７８億７,７０７万

６,０００円とするものであります。 

 議案第１１号は、令和４年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）であり

ます。既定の予算に２,５２３万５,０００円を追加し、補正後の予算を３０億１,６３７万



- 21 - 

９,０００円とするものであります。 

 議案第１２号は、令和４年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）であ

ります。既定の予算から、２,７８８万３,０００円を減額し、補正後の予算を４億３,５７６万

５,０００円とするものであります。 

 議案第１３号は、令和４年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号）であります。

保険事業勘定の既定の予算から１億５９３万９,０００円を減額し、補正後の予算を３３億

８,４８１万７,０００円とするものであります。 

 議案第１４号は、令和４年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号）であります。既

定の予算から６８万円を減額し、補正後の予算を１億１,６４２万円とするものであります。 

 議案第１５号は、令和４年度周防大島町水道事業特別会計補正予算（第３号）であります。収

益的収入及び支出予算並びに資本的収入及び支出予算等において所要の補正を行うものでありま

す。 

 議案第１６号は、令和４年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号）であります。

収益的収入及び支出予算において所要の補正を行うものであります。 

 議案第１７号は、令和４年度周防大島町病院事業特別会計補正予算（第４号）であります。業

務の予定量、収益的収入及び支出予算並びに資本的収入及び支出予算等において所要の補正を行

うものであります。 

 議案第１８号から議案第２６号までは、条例の制定および一部改正に関するものであります。 

 議案第１８号周防大島町沖家室シーサイドキャンプ場設置条例の制定については、廃校となっ

た旧沖家室中学校の跡地を活用し、地域の魅力を味わうために必要な体験・交流施設を整備し、

地域間の交流を促進するとともに、地域の活性化を図ることを目的とした条例を新たに制定する

ものであります。 

 議案第１９号周防大島町自然休養村管理センター設置条例の廃止については、当施設は昭和

５２年に建築され、以前より施設利用がなく、築４０年以上を経過し、老朽化のため危険となり

再利用も不可能な状況であることから、同施設の設置を定めた条例を廃止するものであります。 

 議案第２０号周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する

法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正については、全世代対応型の社会保障制度

を構築するための健康保険法等の一部を改正する法律により、生活保護の医療扶助におけるマイ

ナンバーカードの活用が令和５年度より本格導入されることに伴い、現在の法律において適用対

象外となっている外国人の個人番号の利用を可能とするため所要の改正を行うものであります。 

 議案第２１号周防大島町空家等の適正管理に関する条例の一部改正については、周防大島町空

家等対策計画の策定に伴い、運用上必要な事項の追加等を行うものであります。 
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 議案第２２号周防大島町スクールバス条例の一部を改正する条例の一部改正については、東和

小学校の開校により森野小学校が廃校となることから、スクールバスの運行にかかる停留所名の

表記を改めるものであります。 

 議案第２３号周防大島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部改

正については、国の基準の一部が改正されたことに伴い、所要の規定の整備を行うものでありま

す。 

 議案第２４号周防大島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条例の

一部改正については、国の基準の一部が改正されたことに伴い、所要の規定の整備を行うもので

あります。 

 議案第２５号周防大島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定

める条例の一部改正については、国の基準の一部が改正されたことに伴い、所要の規定の整備を

行うものであります。 

 議案第２６号周防大島町国民健康保険条例の一部改正については、健康保険法施行令等の一部

改正に伴い、周防大島町国民健康保険条例に規定する出産育児一時金の額についても同様の見直

しを行うものであります。 

 議案第２７号山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同処理する事

務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更については、地方公共団体の数の減少及び共同

処理する事務の構成団体の変更等について、関係地方公共団体と協議するため、議会の議決を求

めるものであります。 

 議案第２８号山口県市町総合事務組合の財産処分については、山口県市町総合事務組合の事務

を共同処理する団体の減少に伴い、組合の財産処分について議会の議決を求めるものであります。 

 議案第２９号から議案第３３号までは、指定管理者の指定についてであります。 

 議案第２９号は、油宇集会施設、議案第３０号は、小泊集会施設、議案第３１号は、むつみ荘、

議案第３２号は、周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」、議案第３３号は、周防大島町

高齢者生活福祉センター「しらとり苑」をそれぞれの施設にかかる指定管理者の指定についてお

諮りするものであります。 

 以上、各案件につきまして、提案理由の御説明を申し上げましたが、詳しくは提案の都度、私

なり関係参与が御説明いたしますので、何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決賜りますようよ

ろしくお願いいたします。 

 続きまして、この際、６件について行政報告をいたします。 

 はじめに、町職員の逮捕について御報告をいたします。 

 令和５年２月２５日土曜日に光市浅江２丁目の国道において、道路交通法違反、こちらは酒気
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帯び運転ということでございますが、こちらで健康増進課の主査職員が逮捕されるという事案が

発生いたしました。 

 周防大島町の職員が酒気帯び運転で逮捕されるという、公務員としてあってはならない行為を

犯しましたことに対しまして、町民の皆様並びに関係者の皆様に深くおわびを申し上げる次第で

ございます。 

 今後は、事実関係を確認のうえ、厳正に対処いたします。 

 このたびの職員の逮捕を重く受け止め、さらなる法令遵守を徹底するとともに、信頼回復に誠

心誠意努めてまいります。 

 今回、このような事件を起こしたことに対しまして、改めて深くおわびを申し上げます。申し

訳ございませんでした。 

 ２件目は、新型コロナウイルス感染症関連について報告いたします。 

 全国的に、新規感染者数が減少傾向にあり、山口県においても、年明け第１週をピークに減少

傾向にありますが、町民の皆様には、大変御心配をおかけいたしております。 

 国は、令和５年１月２７日に新型コロナウイルスの感染症法上の位置づけについて、オミクロ

ン株とは大きく病原性が異なる変異株が出現するなどの特段の事情が生じない限り、令和５年

５月８日から現在の２類相当から季節性インフルエンザと同じ５類に変更するとともに位置づけ

の変更に関する対応方針が決定されました。 

 また、令和５年２月１０日にはマスク着用の考え方の見直しがなされ、令和５年３月１３日か

ら個人の判断に委ねることを基本とする方針が決定されたところであります。 

 次に、本町におけるオミクロン株対応ワクチン接種につきましては、現在、令和５年２月末時

点で８,６１２人の方が接種されており、令和５年３月末の接種完了を目指しているところです。 

 町民の皆様には、マスク着用の考え方の見直し後であっても、引き続き３密を避け、基本的な

感染対策をお願いいたします。 

 そして、私自身も令和５年１月３１日から令和５年２月６日まで新型コロナウイルス感染によ

り出張を見合わせるということがございました。自宅にてメール等を活用し、業務を行ったとこ

ろでございます。皆様に御迷惑をおかけいたしました。今後も、健康に留意をいたしまして、努

めてまいりたいと思っておりますので、どうぞよろしくお願いをいたします。 

 続きまして、３件目でございます。ハワイ州カウアイ郡への渡航および東部地域グローカル人

材育成事業の文化交流会への参加等についての御報告でございます。 

 令和５年１月１５日から令和５年１月２０日にかけて、山口県の事業であります令和４年度東

部地域グローカル人材育成事業、グローバル探究プログラムのハワイ研修へ同行させていただき、

文化交流会等への参加や、ハワイ州カウアイ郡長等への表敬訪問を行いましたので、御報告いた
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します。 

 この事業は、山口県が地球規模・国際的な視点や経験を活かして、自分たちの地域社会に貢献

する活動を行う人材を育成することを目的としたプログラムで、専用チャーター機により岩国錦

帯橋空港からハワイへ渡航し、実地研修を行うもので、高校生１４１名をはじめ、教員等、山口

県知事部局、山口県立大生および周防大島町からは私と荒川議長、椎木大島郡国際文化協会会長、

そして、職員の４名を含む計１８８名が参加をいたしました。 

 主な内容としましては、カウアイ島での文化交流会へ、山口県や別行程にて渡航された柳居県

議会議長をはじめ、山口県議会訪問団の皆様と一緒に参加をいたしました。この交流会は

２００人を超える規模で行われ、周防大島高等学校生とカウアイ山口県人会や地元の方々、そし

てカウアイ郡のカワカミ郡長をはじめ、カバリオ前郡長やクサカ元郡長にも御参加いただくなど、

これまでの交流の歴史やこれからの交流への期待を感じることのできる交流会となりました。 

 その後、私をはじめ周防大島からの渡航者４名は、独自の行程にて各関係機関を訪問いたしま

した。 

 まず、大島郡とハワイ州カウアイ島は、今年、姉妹島提携６０周年を迎えることから、カウア

イ郡のカワカミ郡長を表敬訪問し、カウアイ郡の庁舎において、６０周年記念行事等について、

カウアイ郡の関係者を交えて協議を行ってまいりました。先方からはカウアイ島での実施に向け

た前向きで協力的な御提案をいただいたところでございます。 

 また、カウアイミュージアム、美術博物館でありますけれども、カウアイミュージアムの館長

ともお会いし、６０周年を契機とした本町とのつながり、とりわけ日本ハワイ移民資料館との関

係強化について意見交換を行い、その具体的取組について今後協議していくこととなりました。 

 次に、カウアイ・コミュニティ・カレッジ、こちらの学長を表敬訪問し、夏の語学留学派遣事

業について、協力的な申し出をいただくことができました。 

 このたびのカウアイ島訪問では、カワカミ郡長に何度もお会いする機会をいただき、周防大島

町とのつながりや、人と人をつなぐ交流の大切さを強く感じていただくことができ、また、カウ

アイ島、そして、周防大島町のそれぞれの地域課題を話し合うことができまして、そして、カウ

アイ郡長も周防大島町を必ず訪問したいと申されておりました。 

 さらに、オアフ島においても、山口県や山口県議会訪問団の皆様とホノルル山口県人会の皆様

との交流会への参加やカネオヘ海兵隊基地の視察を行ってまいりました。現地では天候にも恵ま

れまして、令和５年１月２０日には、高校生をはじめ、全員が無事帰国することができ、関係の

皆様には多大なる御協力をいただきましたことに厚く感謝、御礼を申し上げます。ありがとうご

ざいました。 

 今後におきましても、山口県大島郡国際文化協会を中心に、幅広く国際交流を推進してまいり
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たいと考えておりますので、議員各位におかれましては、引き続き御理解と御協力をお願い申し

上げます。 

 ４件目は、学校給食費無償化事業の実施および学校給食費の改定について御報告いたします。 

 周防大島町が提供する学校給食については、現在、新型コロナウイルス感染症地方創生臨時交

付金、こちらは、コロナ禍における原油価格・物価高騰対応分、こちらを活用し、令和４年

１０月から令和５年３月までの半年間、給食費の無償化を実施しているところでございます。 

 また、令和４年第４回定例会の行政報告において、来年度以降も給食費無償化事業を継続する

ため、防衛省の米空母艦載機部隊配備特別交付金を財源とした新たな給食費無償化事業を進める

ことをお伝えし、令和５年度当初予算編成に先行して、令和４年度分の同交付金を積み立てるべ

く、周防大島町学校給食費無償化事業基金条例の制定議案の御議決をいただきました。 

 このことに伴い、令和５年度当初予算からは、給食費収入に替わり学校給食費無償化基金から

基金繰り入れを行うこととし、正式に給食費無償化事業をスタートする予定でございます。 

 次に、学校給食費の改定についてでございますが、本町の給食費は平成２６年度に値上げし、

９年間見直されておりません。しかし、原油価格や物価高騰等の影響から食材などの値上げが続

いており、１２月の補正予算において給食単価の１０％を物価高騰分として新型コロナウイルス

感染症対応地方創生臨時交付金を充て、給食内容の充実を図っているところでございます。 

 このような状況のもと、令和５年２月３日に開催した学校給食センター運営委員会において、

食材費の値上がり状況等を鑑みた給食費の単価改定について御審議いただきましたが、小学校の

給食費は２５５円から２８０円へ、中学校の給食費は３０５円から３３５円へ引き上げる答申を

受けたところでございます。 

 これにより、学校給食費無償化事業に充当する基金繰入金額が約２５０万円の増額となります

が、学校給食は成長期にある児童・生徒が必要な栄養をバランスよく摂取し、望ましい食習慣を

身につけ、豊かな人間関係を形成するなど、大変重要な役割を担っているものと考えております。 

 学校給食の運営にあたりましては、健全運営に努め、安心・安全な手作りの給食の提供、地元

産食材の使用などに力を入れた質の高い給食の提供に一層努めてまいりますので、給食単価の改

定について御理解を賜りますようお願いいたします。 

 ５件目は、柳井地域の水道事業の広域化について、御報告をいたします。 

 本町の水道事業は、昭和２９年に安下庄地区などにおいて簡易水道が給水開始され、その後、

地区ごとに簡易水道を創設し、給水区域の拡張事業を行い、水道の普及に努めてまいりました。 

 平成２９年度から地方公営企業法の適用を受ける水道事業として町内の簡易水道事業の統合を

進め、令和３年度には町で１つの水道事業を経営しているところであります。 

 また、本町は地形的にも水源が乏しく、度重なる異常渇水の苦い経験から、水資源の確保のた
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め、広島県境に建設された弥栄ダムに水源を求め、昭和５７年に１市９町、現在は２市４町でご

ざいますが、構成する柳井地域広域水道企業団の設置に参加し、平成１３年４月から全量受水を

しております。 

 その後、水不足は解消され、渇水による断水・減水をすることなく、良質な水道水を町民の皆

様に送り届けることができておりますが、弥栄ダムからの遠距離導水は高額な水道料金の要因と

なっており、加えて、人口減少による水需要の低迷から、水道事業の経営は大変厳しい状況とな

っております。 

 このため、平成２９年６月３０日に柳井地域の１市４町２企業団において、柳井地域水道事業

広域化検討委員会を設立し、これまで、水道メーターや薬品の共同購入、柳井市との水道料金の

窓口業務の共同化などにより、広域連携を進め、経費の削減を図ってまいりました。 

 大島大橋の送水管破損の際は、この地域の災害協定によって給水活動等の支援をいただいたと

ころでございます。 

 この地域は、柳井地域広域水道企業団を設立していますので施設の広域化は既に進んでいる地

域でございますが、さらに広域化を進めていくために、昨年度から２か年かけて柳井地域水道事

業の広域化にかかる基本検討業務を外部委託し、これまで協議を重ねてまいりました。 

 今般、令和５年２月８日、検討委員会において、柳井地域の全ての水道事業が経営統合をおこ

なうという結論に至りましたので御報告いたします。 

 本町の水道ビジョンの基本理念であるおいしい水の安定供給に努め、安心して快適に暮らせる

生活環境のまちづくりを継続していくための道が示されたものと思っているところであります。 

 今後は、柳井地域広域水道企業団において、令和７年４月１１日の統合を目標とし、令和５年

度から準備を進めてまいりますので、御理解、御協力を賜りますようお願いを申し上げます。 

 最後は、内部情報系システムの契約およびサポート期間満了について、御報告をいたします。 

 本町の内部情報系システムにつきましては、財務会計、行政評価システム、文書管理システム、

グループウェアがございますが、平成１６年１０月の合併時から東芝と契約し運用しており、こ

れまでに２度のハードウェア更新を行い、１８年あまりが経過しているところでございます。 

 このたび、システムの保守契約が令和５年３月末、賃貸借契約が令和５年１１月末をもって契

約満了となりますが、システムの老朽化が進んでおり、東芝から後継製品のリリースは予定して

おらず、契約の更新に応じず撤退をすると申し出がございました。 

 ただし、次期内部情報系システムへ移行するまでの期間はシステムの保守契約はサポートを延

長し、機器の賃貸借契約は再リース契約をしていただけるとのことでありますので、令和５年度

に次期内部情報系システムの導入に向けて、プロポーザルにより最適な業者を決定のうえ、令和

６年３月から新システムの導入を開始し、令和６年度中に全てのシステムを移行する予定として
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おります。 

 なお、財務会計システムにつきましては、令和７年度当初予算の入力から新システムを使用す

る予定としておりますが、令和６年度の決算統計までは現システムを併用することを予定してお

ります。 

 さらに、追加のシステムといたしまして、職員や会計年度任用職員の勤怠管理を行う庶務事務

システムや給与管理システムの導入も予定しており、クラウド方式などにより調達コストの削減

を図り、全職員に同型の端末を配置する予定としております。 

 以上、６件行政報告をさせていただき、施政方針、提案理由の説明をさせていただきました。 

 以上で終わります。よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  以上で施政方針並びに提案理由の説明・行政報告を終わります。 

 暫時休憩します。 

午前11時19分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午前11時36分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

 町長より修正事項があるそうです。藤本町長。 

○町長（藤本 淨孝君）  先ほど申し上げました行政報告の中で修正を１つ、言い間違いがござい

ましたので御報告を申し上げます。 

 水道のところで、今後はという一番最後のところであります。今後は柳井広域水道企業団にお

いて、ここは令和７年４月１日というのが正式であります。４月１１日と発しておりましたので、

４月１１日ではなく令和７年４月１日の統合を目指すことを目標としておりますということで訂

正をさせていただきます。申し訳ありませんでした。 

────────────・────・──────────── 

日程第５．報告第１号 

○議長（荒川 政義君）  それでは、日程第５、報告第１号専決処分の報告について（変更契約、

法第１８０条関係）の執行部からの報告を求めます。中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  報告第１号令和４年度浮島定住促進住宅建築工事の変更契約につい

てであります。 

 令和４年度浮島定住促進住宅建築工事につきましては、令和４年８月１０日に平川建設株式会

社と仮契約を締結し、同年第３回定例会において御議決を賜り、令和４年９月２日に本契約とし、

令和５年１月１２日に工事の完成期日を令和５年２月２８日とする変更契約を締結し、工事を施

工しております。 
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 工事に際しまして、資材や機材の搬入をできる限り集約して台船運搬する計画としておりまし

たが、内装機材の一部に、納入時期の遅延が生じ、他の建築資材と同時搬入が困難となり、往路

１回分の台船運搬の追加が必要となりました。 

 また、想定以上の伐採草木が発生し、資材置場が狭小となり、建築資材が搬入される前に伐採

草木の処分のため、復路１回分の台船運搬を追加したことにより、請負代金を増額することが必

要となりました。 

 つきましては、原契約の工事請負代金７,５６５万８,０００円に１２４万９,６００円を増額

した７,６９０万７,６００円とする請負変更契約について、地方自治法第１８０条第１項の規定

に基づき令和５年２月９日に専決処分をさせていただきましたので、同法同条第２項の規定によ

り御報告いたします。 

○議長（荒川 政義君）  以上で執行部の報告を終了いたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第６．諮問第１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第６、諮問第１号人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求める

ことについてを議題とします。 

 補足説明を求めます。藤本町長。 

○町長（藤本 淨孝君）  諮問第１号人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについ

て、補足説明をいたします。 

 現人権擁護委員であります河原光雄氏の任期が令和５年６月３０日をもって任期満了となりま

すことに伴う後任候補者の推薦につきまして、人権擁護委員法第６条第３項の規定により議会の

意見を求めるものであります。 

 候補者といたしましては、長年、行政者として地域に携わり、福祉行政の経験が豊富であり、

人権擁護に関しても造詣をお持ちの近藤晃氏を推薦いたしたいと存じます。 

 詳細な経歴につきましては、お手元の説明資料に示してあるとおりでございます。 

 以上のことから、人権擁護委員に適任であると思われますので、よろしく御審議をいただきま

すようお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりました。 

 お諮りします。諮問第１号人権擁護委員の候補者の推薦につき意見を求めることについて、近

藤晃氏を適任とすることに御異議ございませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、諮問第１号人権擁護委員の候補者の推薦

は、近藤晃氏を適任とすることに決定をいたしました。 
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────────────・────・──────────── 

日程第７．議案第９号 

○議長（荒川 政義君）  日程第７、議案第９号専決処分の承認について（令和４年度周防大島町

一般会計補正予算（第９号））についてを議題とします。 

 補足説明を求めます。中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  議案第９号専決処分の承認について（令和４年度周防大島町一般会

計補正予算（第９号））について補足説明をいたします。 

 去る２月９日に山口県選挙管理委員会から、衆議院山口県第２区選出議員補欠選挙について、

令和５年４月１１日告示、令和５年４月２３日投票により執行する旨の通知があり、直ちに選挙

に要する経費を予算化する必要が生じました。 

 しかしながら、議会を招集する時間的余裕がございませんでしたことから、議案書３ページの

とおり、令和５年２月９日に地方自治法第１７９条第１項による専決処分を行いましたので、同

条第３項に基づき、これを報告し、議会の承認をお願いするものでございます。 

 ５ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算の総額に７１５万円を追加し、

予算の総額を１５６億４,７７５万１,０００円とするものでございます。 

 その概要につきまして、事項別明細書により御説明いたします。 

 １３ページをお願いいたします。 

 歳入につきましては、１５款県支出金３項県委託金１目総務費県委託金に、衆議院議員補欠選

挙委託金７１５万円を計上いたしております。 

 歳出につきましては、１４ページをお願いいたします。 

 ２款総務費４項選挙費に新たに４目衆議院議員補欠選挙費を設け、報酬をはじめ選挙に要する

経費について歳入と同額の７１５万円を新規に計上いたしております。 

 以上が、令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第９号）についての概要でございます。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御承認賜りますようお願いいたしまして、補足説明を終わり

ます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これより質疑を行います。 

 議案第９号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 これより討論を行います。議案第９号、討論はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、討論を終結します。 

 これから起立による採決を行います。議案第９号専決処分の承認について（令和４年度周防大

島町一般会計補正予算（第９号））について、原案のとおり承認することに賛成の議員の起立を

求めます。 

〔賛成者起立〕 

○議長（荒川 政義君）  起立全員であります。よって、本案は承認することに決定をいたしまし

た。 

────────────・────・──────────── 

日程第８．議案第１０号 

○議長（荒川 政義君）  日程第８、議案第１０号令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第

１０号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  議案第１０号令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第１０号）

について補足説明をいたします。 

 別冊の一般会計補正予算つづりの１ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算の総額に２２億２,９３２万

５,０００円を追加し、予算の総額を１７８億７,７０７万６,０００円とするとともに第２条に

より地方債の補正を行うものでございます。 

 歳入歳出補正予算につきましては、各事業の事業費の確定および精算見込みによる補正並びに

財源調整を行いますとともに大幅な増収が確実となりました町民税の増額補正を計上いたしてお

ります。また、自主財源の増加に伴う近い将来の普通交付税減額に備え、財政調整基金への積立

ても計上しております。 

 それでは、補正予算の概要につきまして、事項別明細書により御説明をいたします。１３ペー

ジをお開きください。 

 まずは歳入でございます。１款町税１項町民税１目個人につきましては、高額所得者が増えた

ことなどを要因とする普通徴収分２７億４,１９８万６,０００円の増額補正でございます。 

 ９款地方特例交付金２項新型コロナウイルス感染症対策地方税減収補てん特別交付金は、固定

資産税の軽減税分に対する減収補填７７万９,０００円の増額補正でございます。 

 １３款使用料及び手数料１項使用料につきましては、駐車場使用契約の増、通夜など、大島斎

場使用回数の減、星野哲郎記念館の入館者数の減による減額補正でございます。 

 １４ページ、２項手数料は可燃ごみ処理および不燃ごみ処理件数の増加による衛生手数料

７１万円の増額補正でございます。 
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 １４款国庫支出金１項国庫負担金１目民生費国庫負担金は、それぞれ事業の精算見込みにより、

総額３,４６７万３,０００円の減額となっております。 

 ２目衛生費国庫負担金は、新型コロナウイルスワクチン接種対策費負担金の精算見込みによる

２,７３６万８,０００円の減額補正、３目災害復旧費国庫負担金は、公共土木施設災害復旧費負

担金の内示額決定に伴う減額調整でございます。 

 １５ページ、２項国庫補助金１目総務費国庫補助金につきましては、離島高校生修学支援費補

助金の実績見込みによる減額および新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金の追加交

付に伴う増額並びに社会資本整備総合交付金の減額でございます。 

 なお、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金につきましては、対策事業それぞれ

の実績見込みなどを勘案し、財源充当の調整を行っております。 

 ２目民生費国庫補助金は、総額３,９０８万７,０００円の減額となっておりまして、住民税非

課税世帯等価格高騰緊急支援給付金事業費補助金などの精算見込みによる減額のほか、国の生活

保護医療事務のマイナンバーカード対応にかかる追加的な生活保護費補助金として１５万

７,０００円を追加補正としております。 

 ３目衛生費国庫補助金は、新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業費補助金の年度精算

見込みに伴う減額、６目消防費国庫補助金は住宅・建築物耐震改修等事業交付金の確定による減

額、８目災害復旧費国庫補助金は、農業用施設の災害復旧事業費における設計額の確定および入

札結果に伴う減額補正でございます。 

 １６ページ、１５款県支出金１項県負担金１目民生費県負担金は、後期高齢者基盤安定負担金、

私立保育所運営費負担金など、それぞれの事業の精算見込みによる調整となっておりまして、総

額２,８２０万３,０００円の減額補正でございます。 

 ２項県補助金１目総務費県補助金、２目民生費県補助金、４目農林水産業費県補助金、

１７ページ、５目商工費県補助金、６目消防費県補助金につきましては、それぞれの事業の確定

もしくは精算見込みによる調整となっております。 

 ７目教育費県補助金につきましては、部活動指導員配置事業補助金、国際交流推進事業補助金

の実績見込みによる減額補正のほか、小中学校スクールバスへの安全装置導入支援として新たに

県補助金１３２万円を計上しております。 

 ３項県委託金１目総務費県委託金は、住宅環境改善支援事業の実績見込みおよび参議院議員選

挙経費の確定による減額でございます。 

 ３目衛生費県委託金は、病院事業局への地域外来・検査センター運営事業委託金の実績見込み

による減額、４目農林水産業費県委託金は、県事業の換地面積および対象農家数減に伴う水利施

設等保全高度化事業換地処分事務委託金の減額補正となっております。 
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 １８ページ、１６款財産収入１項財産運用収入２目利子及び配当金につきましては、財政調整

基金のほか、各基金の利子の調整でございます。 

 ２項財産売払収入につきましては、主要県道大島環状線道路改良の進捗状況により面積が未確

定となったことから財産売払が来年度になることに伴いまして、減額の補正となっております。 

 １８款繰入金１項基金繰入金につきましては、財政調整基金繰入金を皆減とする２億６,７０５万

１,０００円の減額補正をはじめ、それぞれの基金事業の精算見込みにより、繰入金額を調整し

ております。 

 １９ページ、２０款諸収入、３項貸付金元利収入につきましては、中小企業勤労者小口資金貸

付金の実績がなかったことによる減額となっております。 

 ２０ページ、４項雑入につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う語学留学生派

遣事業の中止による参加負担金の減額、ごみ収集袋の実績見込額による減額、中山間地域等直接

支払交付金事業などの過年度事業の精算に伴う一部返還金が主なものでございます。 

 ２１款町債につきましては、各事業の確定、または精算見込みによる調整を行っております。 

 続きまして、２２ページから歳出でございます。 

 主な事由につきまして、御説明いたします。 

 まず、１款議会費につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響による研修の中止等の実

績見込みによる減額補正でございます。 

 ２款総務費１項総務管理費１目一般管理費につきましては、実績見込みによる会計年度任用職

員経費や公用車運転業務の減額並びに郵便後納の減少による通信運搬費の減額が主なものとなっ

ております。 

 ２３ページ、２目文書広報費は、防災行政無線の再整備に向けた実施設計の入札結果による委

託料の減額でございます。 

 ２４ページ、３目財政管理費は、コピーパフォーマンス使用量の減少による修繕費の減額、地

方債借入手数料の減額が主なものとなっております。 

 ４目会計管理費は、会計年度任用職員経費の調整でございます。 

 ５目財産管理費は、それぞれの基金の利子等の積立額の調整を行っております。 

 なお、財政調整基金積立金につきましては、先ほど申し上げました、町民税、普通徴収分の大

規模な増収に伴いまして、今回の歳入補正見積りおよび歳出補正要求の全体調整の結果としまし

て、２５億３,７５７万３,０００円の増額補正となっております。 

 今後、自主財源の増加に伴い、普通交付税が減額となる際の財源確保として、財政調整基金へ

積み立てるものでございます。 

 ２５ページ、６目企画費、企画一般経費につきましては、会計年度任用職員経費の調整、離島
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振興事業費につきましては、実績見込みによる減額のほか、新型コロナウイルス感染症の影響に

よる行事等の中止・延期等による減額となっております。 

 ２６ページ、企業誘致対策事業および定住対策事業並びに空家対策事業につきましては、新型

コロナウイルス感染症の影響によるイベントの中止や参加の見合せ、入札結果による減額でござ

います。 

 ７目支所及び出張所費は、橘支所管理経費における渡船利用の減および通信運搬費の見込減に

伴う減額でございます。 

 ８目電子計算費につきましては、実績見込みによる減額および県負担金の減額によるものでご

ざいます。 

 ２７ページ、９目地域振興費につきまして、地域づくり推進事業は、補助交付団体決定による

地域づくり活動支援補助金の減額、自治会関係事業費は、自治会振興奨励金の確定による減額が

主なものとなっております。 

 地域おこし協力隊経費につきまして、２７ページの定住関連部門は着任計画月の変更による減

額、２８ページの情報関連部門はイベント参加実績などに伴う減額でございます。 

 同じく２８ページの農林関連部門は雇用計画の延期、２９ページの商工関連部門につきまして

は雇用予定がなくなったことにより、いずれも減額の補正となっております。 

 ３１ページ、２項徴税費２目賦課徴収費は、固定資産標準地鑑定業務の入札結果による減額で

ございます。 

 ３項戸籍住民基本台帳費につきましては、会計年度任用職員経費の調整および戸籍情報システ

ム改修にかかる国の仕様変更に伴う費用の減額並びに設置台数の見直しなどによる減額が主なも

のでございます。 

 ３２ページ、４項選挙費につきましては、参議院議員選挙経費の実績による減額補正となって

おります。 

 ３３ページ、６項監査委員費につきましては、新型コロナウイルス感染症の影響により、町村

監査委員全国研修会が動画配信となったことによる減額でございます。 

 ３款民生費１項社会福祉費１目社会福祉総務費、人権啓発活動事業につきましては、町民意識

調査結果の集計・分析業務を来年度実施に計画変更したことに伴う減額でございます。 

 ３４ページ、福祉センター運営経費は、冷蔵庫が故障したことによる備品購入費１６万

１,０００円の増額補正となっております。 

 生活困窮者自立支援事業および３５ページ、住民税非課税世帯等価格高騰緊急支援給付金事業

につきましては、事業費の実績見込みによる減額でございます。 

 介護保育等物価高騰対策支援金給付事業は、給付対象事業者の調整の結果、５７万円の増額補
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正となっております。 

 ２目障害福祉費につきましては、障害者地域生活支援などの各障害福祉サービス関連事業の実

績もしくは実績見込みによる調整となっております。 

 ３６ページ、３目老人福祉費につきましては、老人保護措置費の実績見込みの減、緊急通報シ

ステム利用台数の減による減額補正が主なものでございます。 

 ３７ページ、２項児童福祉費１目児童福祉総務費につきましては、実績見込みによる子育て施

設等利用給付の減額でございます。 

 ２目児童措置費、３目母子福祉費につきましては、各事業の実績見込みによる減額でございま

す。 

 ３８ページ、５目保育所運営費につきましては、私立保育所運営経費における各事業の実績見

込みによる減額補正でございます。 

 ３項生活保護費１目生活保護総務費は、国が進めています生活保護者の医療受診でのマイナン

バーカード活用への対応にかかる追加経費として１５万８,０００円の増額補正でございます。 

 ２目扶助費につきましては、生活保護扶助費の実績見込みによる減額でございます。（発言す

る者あり） 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩します。 

午後０時03分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後１時00分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  引き続き、議案第１０号令和４年度周防大島町一般会計補正予算

（第１０号）の補足説明をさせていただきます。 

 ３９ページ、４款衛生費１項保健衛生費１目保健衛生総務費につきまして、保健総務一般経費

は、公用車購入の入札結果による備品購入費の減額のほか、過年度分の国県の負担金・補助金の

償還金として１８９万円を新たに計上しております。 

 母子健診事業および地域外来・検査センター設置運営事業につきましては、実績見込みによる

委託料の減額、病院事業局への繰出金の減額となっております。 

 ２目予防費につきまして、検診事業および４０ページの予防接種事業につきましては、受診者

数などの減少による減額補正となっております。 

 新型コロナウイルスワクチン接種体制確保事業および接種対策費につきましては、国庫補助金

等の精算見込みに伴う各種経費の減額でございます。 

 ３目環境衛生総務費につきましては、広域水道企業団への人件費負担に関する２万４,０００円
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の増額補正でございます。 

 ４１ページ、４目火葬場費につきましては、斎場使用料の財源調整を行うとともに、橘斎場の

利用増加による燃料費不足および管理料不足分として３９万９,０００円の増額補正となってお

ります。 

 ２項清掃費２目じん芥処理費につきまして、じん芥処理経費はごみ袋購入費、ごみ収集業務、

水質検査費などの入札結果による減額が主なものでございます。 

 じん芥処理施設管理経費につきましては、ダイオキシン・ガス測定費用の減少による減額補正

となっております。 

 ３目し尿処理費は、し尿処理施設管理経費における衛生センターのメタノールタンク等の改修

工事の精算による工事請負費の減額でございます。 

 ４２ページ、５款農林水産業費１項農業費１目農業委員会費につきましては、活動実績による

報酬の減額、農家農地ＧＩＳシステム改修の計画変更による改修費の皆減、備品購入の実績によ

る減額補正が主なものでございます。 

 ２目農業総務費は、日良居地区換地業務の測量部分につきまして、町の実施から県実施へと変

更になったことに伴う減額補正となっております。 

 ３目農業振興費、農業振興対策一般経費は、未実施となったルーラルオレンジフェスタ事業負

担金の減額でございます。 

 ４３ページ、担い手総合支援事業は、採用予定数に対する実績見込みの減により、大島農業担

い手就農支援事業委託料および新規就農者確保事業補助金などの減額でございます。 

 なお、前年所得の確定に伴う前倒し交付分にかかる精査結果を受け、一部返還金２０万

４,０００円を新たに計上しております。 

 特産対策事業は、実績による各事業補助金の減額でございます。 

 ４４ページ、中山間地域等直接支払事業は、過年度事業分の精査結果を受け、一部返還金

４０万５,０００円を新たに計上しております。 

 農業経営支援金事業は、県事業の上乗せ支援として実施しました肥料高騰対策緊急支援事業の

実績見込みに伴う減額補正でございます。 

 ４目畜産業費につきましては、実績見込みに伴う畜産振興事業補助金の減額でございます。 

 ５目農地費につきましては、県営農業基盤整備事業の事業箇所および事業費の精算見込みによ

る負担金の調整並びに多面的機能支払事業での過年度事業にかかる償還金の新規計上でございま

す。 

 ４５ページ、６目水田営農費は経営所得安定対策推進事業の事業実績に伴う減額でございます。 

 ２項林業費１目林業総務費につきまして、林業総務一般経費は、事業の精算見込みによる工事
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請負費および私有林造林等補助金の減額でございます。 

 有害鳥獣捕獲事業は、パトロール業務委託費、４６ページ、備品購入費などの減額の一方、有

害鳥獣捕獲にかかる委託費についてはイノシシ捕獲数の増加見込みにより４９０万円の増額補正

でございます。 

 ３項水産業費２目水産業振興費、水産振興対策事業につきましては、漁業経営構造改善事業補

助金等への要望の一部取下げおよび一部辞退並びに承継者支援金の実績見込みによる減額補正と

なっております。 

 ３目漁港管理費、漁港施設整備事業につきましては、資材価格上昇などにより、工事請負費に

２,５４７万６,０００円の増額補正を行いますとともに補助金内示額に伴う調整を行っておりま

す。 

 ４目海岸保全事業費につきましては、補助金内示額の決定に伴う事業費の調整でございます。 

 ４７ページ、６款商工費１項商工費１目商工総務費につきましては、公用車の廃棄検討による

車検費用等の減額、消費生活問題啓発パンフレットの入札結果による減額が主なものとなってお

ります。 

 ２目商工業振興費につきまして、労働者福祉対策事業は、中小企業勤労者小口資金貸付金の実

績がなかったことによる貸付金の皆減でございます。 

 竜崎温泉管理運営経費および４８ページ、ながうらスポーツ滞在型施設管理運営経費につきま

しては、指定管理者選定業務の完了に伴い、報酬などの減額となっております。 

 地域経済活性化支援事業につきましては、地域振興クーポン券業務の完了および事業拡大支援

事業補助金の実績状況などによる、事業経費の減額補正でございます。 

 公共施設管理維持体制強化事業は、燃料高騰および電気料高騰が著しい中、指定管理施設であ

る、竜崎温泉、ながうらスポーツ滞在型施設、総合交流ターミナルの各指定管理者に対し、持続

化支援金を給付する目的にて４３５万８,０００円を新たに計上しております。 

 ４９ページ、３目観光費、観光一般経費は、サザンセトロングライド事業の中止などによる報

償費、消耗品費等の減額が主なものでございます。 

 施設維持管理運営経費につきましては、自然休養村管理センター解体の入札結果などによる減

額でございます。 

 体験交流型観光推進事業は、新型コロナウイルスの影響による補助対象経費の減少に伴い、減

額補正となっております。 

 ５０ページ、７款土木費１項土木管理費１目土木総務費は、管内図作成業務の精算見込みによ

る減額補正でございます。 

 ２項道路橋りょう費１目道路橋りょう維持費は、町道荒神線の分筆登記が来年度対応となった
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こと、また街灯管理事業では、県道改良事業に伴う支障街灯撤去・新設が来年度対応となったこ

とにより、減額補正となっております。 

 ２目道路新設改良費につきましては、入札結果による委託料の減額および、県が実施する主要

県道大島環状線道路改良に際しての、町の土地開発基金から一般会計への土地購入行為が、県事

業の進捗状況から来年度対応となったことにより、公有財産購入費を皆減とする補正となってお

ります。 

 ５１ページ、３項河川費１目河川管理費につきましては、精算見込みにより、排水ポンプ施設

点検業務費の減額補正でございます。 

 ２目河川建設費につきまして、河川整備事業は、委託料および工事請負費の精算見込みによる

減額、県事業負担金（河川）は、県営建設事業にかかる負担金の精算見込みによる調整でござい

ます。 

 ４項港湾費２目港湾建設費は、県事業負担金の精算見込みによる減額でございます。 

 なお、伊保田港連絡橋の復旧工事の追加等により、５２ページ、純単独港湾改修事業負担金に

つきまして５２８万１,０００円の増額となっております。 

 ５項都市計画費につきましては、精算見込みによる県事業の都市計画事業負担金３１２万

８,０００円の追加計上でございます。 

 ８款１項消防費４目災害対策費につきましては、耐震診断、自主防災組織等防災訓練補助金を

はじめ、各事業の実績見込みによる減額補正でございます。 

 ５３ページ、９款教育費１項教育総務費２目事務局費につきまして、教育総務一般経費は、会

計年度任用職員経費の調整および周防大島高等学校通学支援費給付金の実績見込みによる減額で

ございます。 

 語学留学生派遣事業は、新型コロナウイルス感染症の影響による事業の中止により、事業費を

皆減とする補正となっております。 

 ５４ページ、学校教育一般経費は、新型コロナウイルス感染症の影響に伴う各経費の執行見込

みによる減額が主なものでございます。 

 なお、来年度の難聴学級への入学者対応といたしまして、ロジャータッチスクリーンマイク等

の備品購入費２１万６,０００円を新たに計上しております。 

 ５５ページ、特別支援教育支援事業、適応指導教室事業、読書活動推進事業、部活動指導員配

置事業、国際交流支援事業の各事業につきましては、支援員等の勤務実績見込みにより、報酬、

旅費等の減額補正でございます。 

 ＩＣＴ教育推進事業につきましては、タブレット端末購入の入札結果により、備品購入費を減

額しております。 
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 検定支援事業につきましては、受検人数が当初見込みに対し少ない実績となったため、減額補

正となっております。 

 ５６ページ、学校統合経費は、来年度の東和小学校開校に向けた旧東和中学校改修工事にかか

る監理業務の入札減および校章デザイン委託料を報償費対応としたことに伴う委託料の減額でご

ざいます。 

 スクールバス管理運営経費は、小中学校のスクールバスへ安全装置を設置するため、補助金を

活用する事業費として２９７万円を新たに計上しております。 

 英語教育推進事業につきましては、イングリッシュキャンプの規模縮小などによる減額でござ

います。 

 ＩＣＴ教育推進事業（新型コロナウイルス対策）は、ＩＣＴ支援員の勤務実績による報償費の

減額をはじめ、ＭＤＭ初期導入設定業務、事務機器借上料、タブレットケース等備品購入費の契

約額確定に伴う減額補正となっております。 

 ５７ページ、２項小学校費１目学校管理費につきましては、各小学校における新年度までの追

加修繕対応費として６８万円を増額補正するとともに、フッ素洗口などの実績により、検診業務

委託料の減額補正を計上しております。 

 ２目教育振興費、要保護・準要保護児童就学援助事業は、就学援助費の実績見込みによる減額

でございます。 

 久賀小学校教育振興経費につきましては、腐食が進み危険である屋外バスケットゴールの板を

交換するための修繕費１３万６,０００円を新たに計上しております。 

 ５８ページ、３項中学校費１目学校管理費につきましては、周防大島中学校体育館の掛け時計

等の追加修繕対応費として４５万５,０００円を追加計上しますとともに、フッ素洗口の実績に

よる検診業務委託料の減額となっております。 

 ２目教育振興費につきましては、就学援助費の実績見込みによる減額、県体等派遣補助金の実

績による減額、オンライン開催等の活用による中高一貫教育補助金の減額でございます。 

 ５９ページ、４項社会教育費１目社会教育総務費につきましては、補助交付団体の決定による

周防大島町文化振興事業補助金の減額、新型コロナウイルス感染症の影響により、生涯学習講座

生の研修視察が中止になったことによる借上料の減額でございます。 

 公共施設管理維持体制強化事業は、指定管理公共施設への電気料高騰対策として、日本ハワイ

移民資料館、八幡生涯学習のむら、総合体育館・陸上競技場施設に対し、持続化支援金を給付す

る目的として、新たに２８万円を計上しております。 

 ３目図書館費につきましては、図書システム保守契約の延長が可能となったことに伴い、不要

となる修繕費の減額でございます。 
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 ５目社会教育施設費につきましては、大島文化センターの定期清掃業務の入札結果に伴う減額

補正でございます。 

 ６０ページ、５項保健体育費１目保健体育総務費、大島郡体育協会運営経費につきましては、

新型コロナウイルス感染症の影響により中止となった大会が発生したことや、派遣費の助成が減

少したことなどに伴う減額補正となっております。 

 ３目学校給食費につきまして、久賀地区学校給食センター管理運営経費は、給食配送車を軽ト

ラックから普通貨物トラックの活用へ変更することに伴い、円滑な搬入搬出のため、プラット

ホームおよび配膳室の一部改修を行うため１２９万８,０００円の追加補正でございます。 

 大島地区学校給食センター管理運営経費につきましては、廃止となる東和給食センターの備品

である、オゾン発生装置およびスチコン・フライヤーを活用するため、移設費として３６万

５,０００円の追加補正となっております。 

 １０款災害復旧費１項農林水産業施設災害復旧費２目海岸災害復旧費、現年度海岸補助災害復

旧事業につきましては、海岸漂着流木等処理対策災害関連での処分委託料について、分別を実施

することで町の清掃センター等での処分が可能となったこと等から、減額補正を行うものであり

ます。 

 ６１ページ、２項公共土木施設災害復旧費につきましては、補助金内示額の決定に伴い、財源

調整を行うものです。 

 １１款１項公債費１目元金は、実績見込みによる長期借入金元金償還経費９９万２,０００円

の増額でございます。 

 ２目利子は、実績見込みによる長期借入金利子支払経費２８万７,０００円の増額でございま

す。 

 ６２ページ、１２款諸支出金は、各特別会計の補正予算に伴う繰出金の調整として、総額

３,６６１万６,０００円の増額補正となっております。 

 なお、病院事業特別会計繰出金（新型コロナウイルス対策）につきましては、既存の新型コロ

ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業にかかる実績見込み分１２０万１,０００円の減

額とし、これに追加事業としまして、公営企業会計への光熱費高騰対策支援として２,０３０万

６,０００円を新たに加え、合計１,９１０万５,０００円の増額補正となっております。 

 水道事業特別会計繰出金（新型コロナウイルス対策）につきましては、既存の新型コロナウイ

ルス感染症対応地方創生臨時交付金事業にかかる実績見込み分を２６３万２,０００円の減額と

し、これに追加事業としまして、公営企業会計への光熱費高騰対策支援として４９万円を新たに

加え、合計２１４万２,０００円の減額補正となっております。 

 また、下水道事業特別会計繰出金（新型コロナウイルス対策）につきましては、追加の新型コ
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ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金事業としまして、公営企業会計への光熱費高騰対策

支援として４９０万５,０００円を新たに計上しております。 

 以上が、歳入歳出補正予算の概要でございます。 

 続きまして、８ページにお戻りいただきたいと思います。８ページは、地方債の補正について

でございます。 

 水産業債、河川債、港湾債、過疎対策事業債、公共土木施設災害復旧事業債、合併特例事業債

の補正に伴う限度額の変更を行うものでございます。 

 以上が、令和４年度周防大島町一般会計補正予算（第１０号）についての概要でございます。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決賜りますようお願いいたしまして、補足説明を終わり

ます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。 

 議案第１０号、質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  何点かお尋ねをいたしますが、まず、１３ページの町税のことな

んですが、これは、今回、これだけの金額が増えても交付税は先ほど御説明ありましたけれど交

付税が落ちますよ、要するにプラスマイナスゼロというふうに捉えとっていいのかどうか。 

 それと新聞報道もされたんで、いろんな不確かな情報が流れていますけれども、その新聞報道

の中で、町長のコメントに増収はありがたい、住みやすいまちづくりを進めたいとあります。こ

れは一般論ということなんでしょう。抽象的な表現ということなんでしょうけれども、この増収

によって何か施策に反映させるところがあるのかどうか、そこを御説明ください。 

 それから、４４ページ、肥料高騰対策緊急支援事業６００万円の減額というふうになっていま

すけれども、これは予算は９６８万９,０００円だったと認識しているんですが、執行がこれで

いうと４割ぐらいしかなかったかと。その辺のいきさつなり、理由なりを御説明いただきたいと

思います。 

 それから、４９ページの公共施設維持体制持続化支援金４３５万８,０００円、これも電気代

高騰分の支援ということでよろしいのかどうかということと、施設別にどういった金額でどうい

った算定がされているのか、その辺をちょっと補足してください。 

 それと、５８ページの周防大島中学校体育館の修繕費４５万５,０００円、掛け時計の修繕等

というふうな御説明がありましたけれども、内訳というんですか、どれぐらいのものをどれぐら

いかかって、何箇所、何個修繕するのか、それと次のページ、５９ページに周防大島町文化振興

事業補助金というのがありまして６２万円減額ということになって、これは予算が１００万円だ

ったと思うんですが、この減額の理由を御答弁お願いします。 

○議長（荒川 政義君）  中元総務部長。 
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○総務部長（中元 辰也君）  はじめに、田中議員から御質問いただきました町税の町民税のこと

でございます。 

 ２７億４,１９８万６,０００円の増額補正を今回行うわけでございますが、当然、交付税にお

いても大幅に減額をされる見込みでございます。しかしながら、これは令和６年になってみない

と幾ら減額されるかというのが私どももつかめませんので、言えることは確かに大幅な減額とな

るようなことと見込んでおります。 

 そのことから、やはり財源確保という観点から、今回、財政調整基金のほうに全体の枠で積立

をさせていただいたところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  藤本町長。 

○町長（藤本 淨孝君）  田中議員から御質問いただきましたこの町税の増額ということについて

ですけれども、これも町民の方が頑張られて、そして、町税の収入が増えたということでありま

す。 

 今、中元総務部長からも話がありましたように、交付税が今後また変わってくる。その納税額

によって変わってくるということでありますので、それをしっかりと見据えてやっていくという

ことで、報道のコメント等も、増税はありがたいこと増えることはありがたいことです。これは、

一般論であるかと思いますけれども、それをいかに町のほうでうまく工夫をして活用していくか

ということが大事になってくるかと思いますので、たくさん税収が増えたということを喜ぶだけ

ではなくしっかりと地に足をつけて、町民の皆様のためにしっかりと検討して活用を考えていき

たいと思います。 

○議長（荒川 政義君）  木谷教育次長。 

○教育次長（木谷  学君）  まず、中学校の施設管理の修繕のことでございます。これは周防大

島中学校の修繕にかかることですが、まず体育館の掛け時計、これが年末に完全に止まってしま

ってもう取り替えなきゃいけない。修繕が必要になったというところで、これが２４万５,９６０円

程度かかること。 

 それから、給食車の入替えといいますか、軽自動車から東和給食センターにあった普通自動車

の大型のセンター配送車に代えるわけですが、それを周防大島中学校に入れるために車体を、ち

ょっと大きな車になるものですから、校舎のほうに当たったりする可能性があるというところで。

当たったりするというか、防舷材的な、緩衝材というか、そういったものを取り付けるとか、車

止めとか、そういったものをつけて安全に入れるようにしたいというところで、それが約２０万

９,０００円かかるものの合計金額で４５万５,０００円の補正というところでございます。 

 ふるさと文化振興事業の文化振興事業補助金の関係でございますが、これは５団体、上限

２０万円なんですが、５団体で予算計上をしておりました。１００万円でございます。今年度の



- 42 - 

実績が２団体３８万円の執行でしたので、残りを減額補正したというところでございます。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  行田農林水産課長。 

○農林水産課長（行田 一生君）  田中議員の御質問にありました肥料高騰対策緊急支援事業につ

きまして御説明いたします。 

 この支援事業は令和４年９月の議会におきまして御議決をいただいた事業でございます。事業

の精算に伴いまして精査したところ、農地面積において住所が町外の方の農地面積が含まれてい

たことが分かりまして、これまでの申請の状況と合わせて今回減額の補正をいたしたところでご

ざいます。 

○議長（荒川 政義君）  藤本商工観光課長。 

○商工観光課長（藤本 倫夫君）  商工観光課から公共施設維持体制持続化支援金について御回答

させていただきます。 

 ４３５万８,０００円の支援金でございますが、こちらは内容といたしましては電気代と燃油

の高騰分、２つの支援をさせていただいております。 

 施設別に金額を申し上げますと、合計額になりますが、周防大島町ながうらスポーツ滞在型施

設、こちらが１２９万５,０００円、竜崎温泉潮風の湯でございますが、こちらが１８４万

３,０００円、サンスポーツランド片添につきましては支援額がございませんでした。総合交流

ターミナル道の駅サザンセトとうわでございますが、１２２万円となっております。合わせて

４３５万８,０００円でございます。 

 算出の根拠、支出の根拠でございますが、今年度、４月から１２月までの実績額、各施設の実

績額、実績指数額と指定管理料を算定したときの差、この差額に対しまして０.５を掛けており

ます。指定管理者と町でそれぞれが負担するということで合計１３５万８,０００円の支出とし

ております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  今の４９ページの公共施設維持体制持続化支援金なんですが、指

定管理料、要するに燃料費と電気代が上がった分についての支援ということなんでしょうから、

指定管理料との差額というのがちょっとよく分かりませんけれども、指定管理料の中の燃料費、

電気代の積算分と今回の高騰分の差額に２分の１を掛けたものということなんでしょうかね。そ

れであれば、何で支援が必要のない施設が出てくるのかというのはちょっと単純によく分からな

いんですが、ちょっとその辺をもう少し補足をしてください。 

 それと、文化振興事業について、２団体、５団体で見積もっていたのだけれども２団体しか応
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募がなかったということなんですかね。採択がなかったと。それで、その残りを減額したと。そ

れはそれでいいんでしょうけれども、ただ、この同じ予算で文化振興に関する予算がほかにもあ

りますよね。そこは、文化振興のため、もともとの文化振興事業に対する各１００万円の予算と

いう、規模がどうなのかどうかというのが分かりませんけれども、そこらは何かトータルで考え

られないものかなと。いかにも縦割りな線引きというんですかね。それというのが、結局、文化

振興事業に対する、この団体の補助金は２団体しか応募がなかったと言うのなら仕方ないんです

が、一方で、文化振興事業に対する要望は町のほうにそういった文化振興を行う団体から町のほ

うに要望が上がっているはずです。もっと予算をつけてほしいとか、そういったことの要望があ

るはずなんですけれども、そこを単に補助金とか、そういう線引きをするのではなく、もっと文

化振興事業という大枠で捉えて、これはもう少なかったから減額しますよと言うのではなく、そ

の辺の融通はつけるべきではないかなと。文化振興に対する姿勢として、そういったことを単純

に切り捨て、切り捨てると言ったらいけんですけれども、落とすと言うんじゃなくて、その辺の

対策、余った予算があるんなら、そちらへ回して文化振興を図る事業に使ってもらうとか、そう

いったことはできないものかなというふうに単純に考えますが、その辺はどのような御見解か御

答弁お願いします。 

○議長（荒川 政義君）  藤本商工観光課長。 

○商工観光課長（藤本 倫夫君）  田中議員の御質問にお答えいたします。 

 田中議員御指摘のとおり私の説明が足りなかったんですが、指定管理料算定時の積算の中にご

ざいます燃油代、それから、電気代の部分、それぞれ抜き出しまして実際の実績額と比べており

ます。支援のない施設があると申し上げたのが片添ケ浜温泉遊湯ランドでございます。こちらも

燃油等を使っておるんですが、片添ケ浜温泉遊湯ランドにつきましては、今年度、新型コロナウ

イルス感染症の関係で休業日を設けていたのと、それからペレットボイラーの改修がございまし

たので、こちらのほうであわせて休業がございましたので、指定管理料と比べたときに実績のほ

うが上回っていなかったので支援をしておりません。 

 それから、道の駅サザンセトとうわにつきましては、ほかの温浴施設のように燃油を使ってお

りませんので電気代のみの支援ということになっております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  木谷教育次長。 

○教育次長（木谷  学君）  文化振興事業全般のことについて御質問がございましたが、まず、

ここでいう文化振興事業の補助金関係につきましては、先ほどもちょっと申しましたが、

１００万円の当初予算であると。この根拠は、１団体あたり上限２０万円、それで５団体という

ふうな形で積算をしております。コロナ前は、大体、５団体前後あったわけなんですが、ここ数
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年、やはり活動がどうしてもコロナ禍の関係で申請団体が少なくなってきたというところで、昨

年もここは１団体か２団体だったというふうに記憶しております。今年度についても申請が２団

体だったということでこういうふうなことになったわけですが、文化振興事業をこの振興事業の

ほかにそういった活動する、文化振興会等への補助等もございますので、そういった形の対応に

ついては文化振興のほうの振興会の方にも活動していただいているんですが、そちらのほうの対

応も含めて、今後ちょっと考えていければというふうには思います。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  １点確認なんですが、公共施設の支援金の燃料代で、休業ゼロの

ところは、結局、休業があったからそれだけ使う量が減って支援は必要なかったということなん

ですが、これはマイナスということでいいんですかね。指定管理料のほうが実際よりも多いから

ゼロなのか、それとももうぴったり一緒だからゼロなのか。 

 というのが、今後、例えば、実際に精算してみて指定管理料のほうが多くなるという可能性も

あるのかどうか。その辺が、それだけ余裕のある、休業があったから、休業が何日あったのか分

かりませんけれども。 

 例えば、３６５日のうちの３割休業したからその分減って、燃料高騰があっても影響はなかっ

たよというのか、それとも、もっと余裕があったのか。ちょうどたまたま燃料高騰分が休業によ

って増えなかったのかどうか。その辺、もう少し補足をしてください。 

○議長（荒川 政義君）  藤本商工観光課長。 

○商工観光課長（藤本 倫夫君）  ただいまの御質問ですが、令和４年４月から令和４年１２月ま

での実績に限って算出というか、比較をしておりますので、この時点では指定管理料の見込額と

いうか、見積額の方が若干多いというか、実績額のほうが少なかったということでございます。 

 実際には、電気代がこの令和４年１２月、令和５年１月、令和５年２月とずっと上がってきて

おりまして、年間を通したら、まだ予想をするところですが、指定管理料を上回る実績額になる

ものと見ています。休業自体はそんなにたくさんの日にちを休業していたわけではないんですが、

数字的には、若干、実績額のほうが指定管理料を下回っていたということで、支援がなかったと

いうことでございます。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。小田議員。 

○議員（１２番 小田 貞利君）  先ほどの中元総務部長の答弁で交付税のことですが、２７億円、

町税が増額補正されて交付税が減るからプラスマイナスゼロかという質問に対して、答えが大幅

に減額されるという答えだったと思うんですが、答えになっていないですよね。２７億円増えた
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ことによって交付税がどのぐらい減るのか。プラスマイナスゼロなら、企業誘致も何もせんでも

ええけえ。一生懸命、町民も企業も増やして税収を上げていこうとしよるのに２７億円増えて交

付税が２７億円減ってプラスマイナスゼロなら何もせんでええわけで。答えになっていない。プ

ラスマイナスゼロかという質問に対して答えができていない。影響額はどのぐらいあるのか。 

 僕は、以前、前椎木町長のときに聞いたら大体３割ぐらいは残るというふうに聞いている。そ

の辺を踏まえて再答弁をお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  プラスマイナスゼロかどうかに対して、プラスマイナスゼロかどう

かというのは私もここではっきりとは分かりません。先ほど答弁させていただいたように、令和

６年になってみないとどういったあれ……。 

 今、小田議員が言われたんは原則という言葉が当てはまるんじゃないかと思うんですよ、その

３割というのは。ただ、それ以外のもろもろのことがある。あくまで、原則ということでござい

ますので、はっきりとプラスマイナスゼロとか、幾らプラスになるとかというのは、この場で申

し上げることは私としてはできません。御理解いただきますようお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  小田議員。 

○議員（１２番 小田 貞利君）  それでは、２７億円町民税が増えた場合、原則、どのぐらい交

付税が減額されますか。 

○議長（荒川 政義君）  ちょっと暫時休憩しますね。 

午後１時46分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後１時54分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。岡原財務課長。 

○財務課長（岡原 伸二君）  ただいまの小田議員の御質問でございますが、交付税の基本的な考

えといたしましては、基準財政収入額と基準財政需要額、出と入りのほうで、毎年、国の定めら

れた方式で計算をしております。 

 今の町税の関係で増えたらどうなるのかという影響額でございますが、幾らかというのは先ほ

ど中元総務部長が申し上げましたとおり申し上げるのは難しいんですけれども、基準財政収入額

につきまして算定方法で、原則として、今、７５％の数値を収入額として算定しますというのが

ありますので、幾らかのあれはあると思うんですけれども、今、幾らというのはなかなか申し上

げられないというのが現実でございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  小田議員。 
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○議員（１２番 小田 貞利君）  はい、分かりました。プラスマイナスゼロじゃないということ

ですね。２５％程度の影響力があるという理解でいいですか。そういうことでいいですかね、大

まかに（「原則として」と呼ぶ者あり）はい、分かりました。 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。白鳥議員。 

○議員（３番 白鳥 法子君）  私から２点質問がございます。 

 １点は、３５ページの民生費の中で住民税非課税世帯等価格高騰緊急支援給付金事業の補助及

び交付金、給付金の部分が３,４６０万円の減額ということなんですけれども、これはそもそも

プッシュ型というか、対象の方にはこちらから給付して、そうじゃない方には自分で申請してく

ださいという形だったかなと思うんですけれども、もしそれも違っていたら教えていただきたい

んですけれども、それで、これだけ余るというのはちゃんともらうべき方のところにしっかり届

いているかどうかという判断をどうされたのかというのを１点お伺いしたいと思います。 

 もう１点は、２７ページ、地域づくりの関係のところで、地域づくり活動支援補助金、こちら

のほうももともとが１４０万円ほどの予算だったかと思うんですけれども、そのうちの１００万

円が減額ということで、こちらも、先ほどの文化振興の関係と一緒で、決定された件数が少なか

ったということなのかなと思いますが、以前より、これはそういう状況がたしか続いていたので

はないかなと思っております。そうなったときに、これが多過ぎるのか、それとも、このぐらい

活用する地域づくり団体を、もし町のほうがこのぐらいは確保していきたいというふうにお考え

なのであれば、そういった申請が増えるような促進するような対策をもしされているのであれば、

教えていただきたいと思います。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  重冨健康福祉部長。 

○健康福祉部長（重冨 孝雄君）  白鳥議員の質問にお答えいたします。 

 今、申請のほうなんですが、見込みが、申請の期限が２月１５日となっております。当初は

４,５００世帯を見込んでおりました。今現在で約７００世帯が不用分ということで見込まれて

おりますので、その分を減額しております。ちょっとプッシュ型と申請型の内訳についてはまだ

ちょっと出しておりません。そういう形でございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  中原政策企画課長。 

○政策企画課長（中原 藤雄君）  白鳥議員からの地域づくり活動支援補助金の御質問でございま

す。当初予算では、白鳥議員がおっしゃったように１４０万円の予算措置とさせていただいてお

ります。 

 内訳としましては、スタートアップ団体が２０万円掛ける２団体の４０万円、そして、ステッ
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プアップ団体が５０万円掛ける２団体の１００万円と、合わせて１４０万円の計上をさせていた

だいております。 

 令和４年度につきましては、当初、令和４年５月に募集をして締切りをしておりますが、その

段階ではスタートアップ支援事業に２団体の申込みがございました。２団体しかなかったために、

再度、令和４年７月１１日を締切りとしまして申込みの再募集を行ったところでございますが、

残念ながら、再募集につきましては応募がなかったという状況でございます。 

 近年のコロナ禍の状況ということもあるのかもしれないんですが、若干応募が少なくなってき

ております。ただ、予算的には、できればこれまでの現状の予算を確保させていただいて、引き

続き、募集はさせていただければと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  いいですか。ほかにございませんか。竹田議員。 

○議員（４番 竹田 茂伸君）  先ほど、田中議員が質問されたところにちょっと重複するんです

が、４８ページの公共施設管理維持体制強化事業の関係です。４３５万８,０００円を３つのあ

れで割ってという計算で、先ほどの説明で令和４年４月から令和４年１２月までの９か月間の差

額を燃料単価に掛けたということで、それはそれでいいんだと思うんですけれど、ちょっと追加

でお聞きしたいのが、燃料費でいろいろ変動があると思うんですが、これから先、これからもま

た燃料とか電力もまだまだ上がっていく可能性もありますし、よく分かりませんけれども、一応、

今後のことということで、やはりこういうようなやり方でやっていくというような理解でよろし

いでしょうか。 

○議長（荒川 政義君）  藤本商工観光課長。 

○商工観光課長（藤本 倫夫君）  竹田議員の御質問でございますが、今回の算定につきましては、

今、おっしゃったように、令和４年４月から令和４年１２月までの実績というものがあります。 

 今後についてでございますが、今回、この支援金という形で支援をさせていただいたんですが、

燃料高騰につきましては、各温浴施設、協定書の中に指定管理料算定時から３０％以上高騰した

場合は指定管理料に反映するという条項というか、協定の中にそういう約束事がありますので、

今年度できなかったのが指定管理の最終年、令和４年度が最終年になる施設がございましたので、

支援金のほうで対応させていただいた。リスク分担表のほうにも記載をしているんですが、そう

いう突発的なこと等については単年度で対応するということで、今の燃料のほうが今後もしある

ようでしたら指定管理料の改定というか、それも含めて対応していけたらと考えております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論・採決は、次の本会議といたします。 

 暫時休憩をいたします。 

午後２時04分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後２時19分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第９．議案第１１号 

日程第１０．議案第１２号 

日程第１１．議案第１３号 

日程第１２．議案第１４号 

○議長（荒川 政義君）  日程第９、議案第１１号令和４年度周防大島町国民健康保険事業特別会

計補正予算（第３号）から日程第１２、議案第１４号令和４年度周防大島町渡船事業特別会計補

正予算（第２号）までの４議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。重冨健康福祉部長。 

○健康福祉部長（重冨 孝雄君）  それでは、議案第１１号から議案第１３号までの補足説明をい

たします。 

 議案第１１号令和４年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）について、

補足説明を行います。 

 今回の補正は、歳入においては、普通交付金の増額、特別交付金の減額、国民健康保険基金利

子の増額によるものでございます。 

 歳出につきましては、一般被保険者分の保険給付費、国民健康保険基金積立金の増額、特定健

康診査等事業費、保健事業総務経費、病院事業特別会計繰出金の減額が主なものでございます。 

 それでは、補正予算つづりの６３ページをお願いいたします。 

 第１条で、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２,５２３万５,０００円を追加し、

歳入歳出予算の総額をそれぞれ３０億１,６３７万９,０００円とするものでございます。 

 詳細につきましては、事項別明細書で御説明をいたします。 

 ７１ページをお願いいたします。 

 歳入から御説明いたします。 

 ３款県支出金１項県補助金１目保険給付費等交付金は、一般被保険者にかかる療養給付費・高

額療養費の所要見込額の増に伴い、普通交付金を２,５４０万８,０００円増額し、国保診療施
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設・設備整備分の交付申請額の確定により、特別交付金を１８万９,０００円減額するものでご

ざいます。 

 ４款財産収入１項財産運用収入１目利子及び配当金は、国民健康保険基金利子の増額でござい

ます。 

 ７２ページをお願いいたします。歳出について御説明いたします。 

 ２款保険給付費１項療養諸費１目一般被保険者療養給付費は、１月分までの給付実績に基づく

年間医療費の推計から所要額の不足が見込まれるため、１,５８７万９,０００円増額、２項高額

療養費１目一般被保険者高額療養費は、同様の理由から９５２万９,０００円を増額補正するも

のでございます。 

 ５款保健事業費１項１目特定健康診査等事業費は、新型コロナウイルス感染症の影響による受

診見込者数等の減に伴い、３４４万６,０００円減額いたします。 

 ７３ページをお願いいたします。 

 ２項１目保健事業費は、新型コロナウイルス感染症の影響による受診見込者数等の減に伴い、

１６５万９,０００円減額いたします。 

 ６款基金積立金は、財源調整等のため５１２万１,０００円を増額いたします。 

 ７款諸支出金２項他会計繰出金１目病院事業特別会計繰出金は、特別交付金の申請額確定に伴

い、１８万９,０００円を減額するものでございます。 

 以上が、令和４年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）についての概要

でございます。 

 続きまして、議案第１２号令和４年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第

３号）につきまして、補足説明を行います。 

 今回の補正は、歳入においては、後期高齢者医療保険料、事務費繰入金および保険基盤安定繰

入金の減額によるものでございます。歳出につきましては、後期高齢者医療広域連合納付金を減

額するものでございます。 

 補正予算つづりの７５ページをお願いいたします。 

 第１条で既定の歳入歳出予算の総額から歳入歳出それぞれ２,７８８万３,０００円を減額し、

歳入歳出予算の総額をそれぞれ４億３,５７６万５,０００円とするものでございます。 

 詳細につきましては、事項別明細書で御説明をいたします。 

 ８３ページをお願いいたします。歳入から御説明いたします。 

 １款１項後期高齢者医療保険料１目特別徴収保険料は、県後期高齢者医療広域連合の本算定後

の決算見込みにより、９４４万９,０００円を減額し、２目普通徴収保険料は８６１万７,０００円

を減額するものでございます。 
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 ３款繰入金１項他会計繰入金１目事務費繰入金は、県広域連合共通経費負担金、機器更改負担

金の変更により２７７万９,０００円を減額し、２目保険基盤安定繰入金は、県広域連合の実績

見込みにより７０３万８,０００円を減額するものでございます。 

 ８４ページをお願いいたします。 

 歳出について御説明いたします。 

 ２款後期高齢者医療広域連合納付金は、県広域連合の事務等負担金２７７万９,０００円、保

険基盤安定負担金７０３万８,０００円、後期高齢者医療保険料１,８０６万６,０００円をそれ

ぞれ減額し、合計で２,７８８万３,０００円を減額するものでございます。 

 以上が、令和４年度周防大島町後期高齢者医療事業特別会計補正予算（第３号）についての概

要であります。 

 続きまして、議案第１３号令和４年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号）に

つきまして補足説明を行います。 

 補正予算つづりの８５ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、実績見込みによる介護給付費の減額に伴う調整が主なものとなっております。 

 第１条で、保険事業勘定の歳入歳出予算の総額から１億５９３万９,０００円を減額し、歳入

歳出予算の総額を３３億８,４８１万７,０００円とするものであります。 

 まず、保険事業勘定の歳入から御説明いたします。 

 事項別明細書の９５ページをお願いいたします。 

 ３款国庫支出金１項国庫負担金１目介護給付費負担金は、介護給付費の実績見込みにより、減

額補正いたします。 

 ２項国庫補助金１目調整交付金２目地域支援事業交付金は、事業実績の見込みにより、減額補

正いたします。 

 ３目保険者機能強化推進交付金は、国が市町村に対し、自立支援・重度化防止に関する取組を

支援するために創設された交付金ですが、２８９万円を計上しております。 

 ４目介護保険保険者努力支援交付金は、国が市町村に対し、介護予防・健康づくりに関する取

組を支援するために創設された交付金ですが、２８３万８,０００円を計上しております。 

 ９６ページをお願いいたします。 

 ４款１項支払基金交付金１目介護給付費交付金２目地域支援事業交付金は、実績見込みにより

減額補正いたします。 

 ５款県支出金１項県負担金１目介護給付費負担金は、実績見込みにより、減額補正いたします。 

 ２項県補助金１目地域支援事業交付金は、実績見込みにより減額補正いたします。 

 ９７ページをお願いいたします。 



- 51 - 

 ６款繰入金１項他会計繰入金１目介護給付費繰入金、２目地域支援事業繰入金、４目その他一

般会計繰入金は、実績見込みにより減額補正いたします。 

 ２項基金繰入金１目介護給付費準備基金繰入金は、介護給付費の実績見込みより、減額補正い

たします。 

 ９款財産収入は、基金利子の増額に伴い、増額補正いたします。 

 次に、歳出の主なものについて御説明いたします。 

 ９８ページをお願いいたします。 

 １款総務費１項総務管理費１目一般管理費では、介護保険分の職員人件費の調整により減額補

正いたします。 

 ３項１目介護認定審査会費は、介護認定審査会の実績見込みにより減額補正いたします。 

 ９９ページをお願いいたします。 

 ２款保険給付費１項サービス諸費１目介護サービス等給付費は、実績見込みにより６,２３６万

３,０００円を減額補正いたします。 

 ２目介護予防サービス等給付費は、実績見込みにより、増額補正いたします。 

 １００ページをお願いいたします。 

 ２項その他諸費１目審査支払手数料は、実績見込みにより、減額補正いたします。 

 ３項高額介護サービス等費１目高額介護サービス費は、実績見込みにより、増額補正いたしま

す。 

 ２目高額介護予防サービス費は、実績見込みにより、減額補正いたします。 

 ４項高額医療合算介護サービス等費１目高額医療合算介護サービス費は、実績見込みにより、

増額補正いたします。 

 １０１ページをお願いいたします。 

 ２目高額医療合算介護予防サービス費は、実績見込みにより、増額補正いたします。 

 ５項特定入所者介護サービス等費１目特定入所者介護サービス費は、実績見込みにより、

３,３２４万５,０００円を減額補正いたします。 

 ２目特定入所者介護予防サービス費は、実績見込みにより、減額補正いたします。 

 １０２ページをお願いいたします。 

 ３款基金積立金１項基金積立金１目介護給付費準備基金積立金は、基金利子でございます。 

 ４款地域支援事業費１項介護予防・生活支援サービス事業費１目介護予防・生活支援サービス

事業費、２目介護予防ケアマネジメント事業費は、実績見込みにより、減額補正いたします。 

 以上が、令和４年度周防大島町介護保険事業特別会計補正予算（第３号）についての概要でご

ざいます。 
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 以上で、議案第１１号から第１３号までの補足説明を終わります。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  次に、中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  議案第１４号令和４年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第

２号）について、補足説明をいたします。 

 別冊の補正予算つづりの１０５ページをお願いいたします。 

 今回の補正は、第１条に定めますとおり、既定の歳入歳出予算の総額から６８０万円を減額し、

予算の総額を１億１,６４２万円とするものでございます。 

 歳入歳出補正予算につきましては、燃料費の減額調整並びに財源調整でございます。 

 それでは、補正予算の概要につきまして事項別明細書により御説明をいたします。１１３ペー

ジをお開きください。 

 歳入につきまして、３款県支出金１項県補助金につきましては、山口県離島航路補助金額の確

定に伴う補正でございます。 

 ４款繰入金１項他会計繰入金につきましては、一般会計繰入金を１２１万４,０００円減額し、

財源調整をしております。 

 次に、歳出でございます。 

 １１４ページ、１款事業費２項事業費２目情島航路運航費と３目浮島航路運航費につきまして

は、実績見込みによる燃料費の減額となっております。 

 以上が、令和４年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号）についての概要でござい

ます。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決賜りますようお願い申し上げまして、補足説明を終わ

ります。 

○議長（荒川 政義君）  中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  先ほど私が補足説明を申し上げた中で誤りがありましたので、ここ

で訂正をさせていただきたいと思います。 

 第１条の定めの中で既定の歳入歳出予算の総額から６８万円を減額しと言うべきところを誤っ

て６８０万円を減額しと発言をしておりました。ここで訂正のほうをお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第１１号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 
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 議案第１２号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１３号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第１４号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で議案第１１号令和４年度周防大島町国民健康保険事業特別会計補正予算（第３号）から

議案第１４号令和４年度周防大島町渡船事業特別会計補正予算（第２号）までの質疑を終了いた

します。 

 討論・採決は、次の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１３．議案第１５号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１３、議案第１５号令和４年度周防大島町水道事業特別会計補正

予算（第３号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。山本上下水道部長。 

○上下水道部長（山本 正和君）  議案第１５号令和４年度周防大島町水道事業特別会計補正予算

（第３号）につきまして、補足説明をいたします。 

 お手元の補正予算書の１ページをお願いいたします。 

 第１条は総則です。 

 第２条の収益的収入及び支出では、既定の収入額を２１３万４,０００円減額し、８億

６,６０９万８,０００円とするとともに、既定の支出額から７８６万円減額し、８億２,８８９万

４,０００円とするものです。 

 第３条の資本的収入及び支出では、既定の収入額を２００万円減額し、３,３００万円とする

とともに、既定の支出額から２０４万６,０００円減額し、２億３,０４９万７,０００円とする

ものです。 

 なお、資本的収支の補正にあわせて、不足する額および補填財源の内訳について改めることと

しております。 

 概要につきまして御説明をいたします。３ページをお願いいたします。 

 収益的収入及び支出では、収入につきまして、令和４年１１月検針分から実施しています水道
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料金減免事業の実績見込みにより、２項営業外収益２目他会計補助金１節一般会計繰入金におい

て２１３万４,０００円減額いたします。 

 支出につきましては、２目配水及び給水費並びに３目総係費において、人事異動に伴い、賞与

等引当金繰入額をそれぞれ増額するとともに、２目配水及び給水費の１２節備消品費において、

量水器購入の際の入札実績に伴う余剰金を減額しております。また、２項営業外費用１目支払利

息及び企業債取扱諸費において、企業債利息の調整を行っております。 

 続いて、４ページをお願いします。 

 資本的収入及び支出では、収入について、１項企業債において、事業費の実績に伴い２００万

円減額するとともに、支出については、１項建設改良費におきまして、事業費の確定に伴い

２０４万６,０００円を減額いたします。 

 ２ページをお願いいたします。 

 第４条の他会計からの補助金では、一般会計からの繰入金を２１３万４,０００円減額し、

５億２１９万１,０００円と改めております。 

 第５条の、条項の追加では、繰越利益剰余金の処分についての条項を加えるとともに、条項の

追加によって既定の条項を繰り下げることを記しております。 

 なお、５ページ以降には、附属資料を添付しております。 

 以上が、議案第１５号令和４年度周防大島町水道事業特別会計補正予算（第３号）の概要でご

ざいます。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決を賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

 議案第１５号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論・採決は次の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１４．議案第１６号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１４、議案第１６号令和４年度周防大島町下水道事業特別会計補

正予算（第３号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。山本上下水道部長。 

○上下水道部長（山本 正和君）  議案第１６号令和４年度周防大島町下水道事業特別会計補正予

算（第３号）につきまして、補足説明をいたします。 

 お手元の補正予算書の１ページをお願いいたします。 
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 第１条は総則です。 

 第２条の収益的収入及び支出では、予算第３条の既定の収入に３９０万５,０００円を追加し、

１０億９,６３５万７,０００円とするものです。 

 その概要につきまして御説明いたします。２ページをお願いいたします。 

 収入につきまして、１款下水道事業収益２項営業外収益２目他会計補助金で、一般会計からの

補助金３９０万５,０００円を追加するものです。 

 なお、３ページ以降に附属資料を添付しております。 

 以上が、議案第１６号令和４年度周防大島町下水道事業特別会計補正予算（第３号）の概要で

ございます。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決を賜りますようお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

 議案第１６号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論・採決は、次の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１５．議案第１７号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１５、議案第１７号令和４年度周防大島町病院事業特別会計補正

予算（第４号）を議題とします。 

 補足説明を求めます。石原病院事業管理者。 

○病院事業管理者（石原 得博君）  議案第１７号令和４年度周防大島町病院事業特別会計補正予

算（第４号）の補足説明をいたします。 

 この予算は、令和４年１２月までの実績に基づく業務量の補正、新型コロナウイルス感染症に

関連する補助金および、特別交付税の確定、その他事業費の確定により補正するものです。 

 第１条は総則でございます。 

 第２条の業務の予定量では、新型コロナウイルス感染症の影響により、３医療機関、２介護施

設の患者数・利用者数が減少しているため、入院合計で２,５７３人、外来合計で４,０３７人、

入所合計で１,１９３人、次の２ページをご覧ください。通所合計で２９６人の減少を見込んで

おります。それに伴いまして１日平均患者数・利用者数を補正しております。 

 （８）学生数については１９人減少し、７７人としております。 

 ３ページをご覧ください。 

 （９）主要な建設改良事業について、それぞれの事業費の確定により、病院改築工事について
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は７７万円減額補正し、１,９０１万９,０００円、医療機械器具および備品購入については、

２５３万４,０００円減額補正し、９,０９７万２,０００円としております。 

 第３条の収益的収入及び支出では、収入につきましては、特別交付税の確定と３医療機関の電

気料高騰に対する一般会計からの繰入金による他会計補助金の増加、令和４年１２月までの新型

コロナウイルス感染症入院病床確保支援事業費補助金の確定等による補助金収入の増加、過年度

奨学金返納等による特別利益の増加がございますが、業務の予定量の減少に伴う診療収入の減少

により、４ページをお開きください。 

収入合計で、１,４８９万８,０００円減額補正し、４９億２,５６５万１,０００円としておりま

す。 

 支出につきましては、業務の予定量の減少に伴う材料費の減少、看護学校の奨学金受給学生の

減少による奨学金の減少により、５ページをご覧ください。支出合計で１,４８９万円減額補正

し、４９億２,５６４万９,０００円としております。 

 第４条の資本的収入及び支出につきましては、資本的収入は建設改良費の入札による事業費減

少に伴う企業債の減額、機械備品整備に対する国民健康保険保険給付費等交付金の交付額確定、

基金の取崩しにより、合計で４億９,８２８万３,０００円増額補正し、６億２８９万７,０００円

としております。 

 ６ページをご覧ください。 

 資本的支出につきましては先ほど収入でも触れましたとおり、入札による建設改良費の減少に

より、合計で３３０万４,０００円減額補正し、９億１,３９９万９,０００円としております。 

 第５条の企業債につきまして、建設改良費の事業費減少により４００万円減額補正し、合計

９,９１０万円としております。 

 第６条の他会計からの補助金について、電気料高騰に対する一般会計からの繰入金、特別交付

税の確定、国民健康保険保険給付費等交付金の確定等により、７ページをご覧ください。合計で

６,１０７万９,０００円を増額補正し、１４億４,２３６万６,０００円としております。 

 第７条のたな卸資産購入限度額につきまして、業務の予定量に基づき算出し、合計で１,３３２万

９,０００円を減額補正し、６億９,２４３万４,０００円としております。 

 附属資料といたしまして、８ページ以降に補正予算に関する説明書を添付してございます。 

 以上が議案第１７号令和４年度周防大島町病院事業特別会計補正予算（第４号）の内容でござ

います。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決賜りますようよろしくお願い申し上げます。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

 議案第１７号、質疑はございませんか。 
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 討論・採決は次の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第１６．議案第１８号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１６、議案第１８号周防大島町沖家室シーサイドキャンプ場設置

条例の制定についてを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  議案第１８号周防大島町沖家室シーサイドキャンプ場設置条例の制定

について、補足説明をいたします。 

 本案は、白木半島地区において、地域資源を活用し、地域ならではの生活体験や地域の人々と

の交流を楽しむ取組を推進するため、廃校となった旧沖家室中学校の跡地を活用し、地域の魅力

を味わうために必要な体験・交流施設を整備し、白木半島地区への滞在を促すことによって、地

域間の交流を促進し、地域の活性化を図ることを目的とした周防大島町沖家室シーサイドキャン

プ場設置条例を制定するため、地方自治法第９６条第１項第１号の規定に基づき、本会議の議決

を求めるものです。 

 それでは、本条例案の要点を逐条に沿って御説明いたします。 

 第１条では、白木半島地区の自然豊かな地域資源を活用し、都市住民と地域住民との地域間交

流の促進を図り、農山漁村のにぎわいを創出することにより、地域の活性化に資するため、沖家

室シーサイドキャンプ場を設置する旨の規定でございます。 

 第２条では、キャンプ場の名称及びキャンプ場の位置を周防大島町大字沖家室島２７番地とす

る旨の規定です。 

 第３条では、沖家室シーサイドキャンプ場を構成する施設の名称です。 

 管理棟は、施設利用者の受付、炊事場やシャワー室、トイレ等の施設利用者へのサービスの提

供を行います。 

 次に、テントサイトは、電源付のサイトが５区画、フリーサイトはテント８張り程度のスペー

スを設けております。最後に、駐車場は９台分の駐車スペースを確保しております。 

 次に、第４条では、近年のアウトドアブームにより、年間を通じてキャンプの需要が見込まれ

るため、地域の自然や魅力を味わう体験・交流施設を整備し、地域の人々との地域間交流の促進

を図るとともに、近くには国内最大規模のニホンアワサンゴの群生地である海域や環境省と町で

建設中の、仮称でございますが、地家室園地拠点施設が設置される予定であります。環境保全や

自然保護にも目を向けてもらえるような仕組みづくりを行い、設置目的を達成するための事業に
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ついて規定しております。 

 第５条については、キャンプ場の休館日を毎週水曜日に規定しております。 

 第６条、第７条は、利用の許可および許可の取消し等を規定しております。 

 第８条は、故意または過失により、キャンプ場の施設または附属設備等を破損し、または減失

した者への損害賠償を規定しております。 

 第９条は、使用料について規定しており、町内近隣に片添ヶ浜海浜公園オートキャンプ場があ

ることから利用時間および料金設定を同様とし、電源付区画サイトを１泊で５,２３０円、日帰

りを２,６１０円で設定し、フリーサイト１張り１泊を３,６６０円、日帰りで２,０８０円に設

定しております。 

 第１０条では、使用料の不還付について、規定しております。 

 第１１条から第１４条までは、将来的に指定管理による運営が見込まれることから指定管理者

による管理に関して規定しております。 

 以上が、議案第１８号周防大島町沖家室シーサイドキャンプ場設置条例の制定についての補足

説明でございます。 

 何とぞ、慎重審議のうえ、御議決賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑を行います。 

 議案第１８号、質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  条例に関する議案なんですけれども、その条例案の中で区画サイ

トとフリーサイトの料金のところでありますが、状況がよく見えないんで、こうした議案のとき

も図面ぐらいは平面図で結構なんでつけていただきたいという要望です。 

 それと１点、第１条で設置とありますが、この施設の目的というんですか、意義というんです

か、もともとこの施設の前に予算のところで藤本町長もちょっと触れられましたけれども、自然

と共生する方針というのが町の基本計画の中にもあると思います。 

 その一方で、この場所は、私も工事が始まってから聞いたんですが、ヒメボタルという、陸生

の蛍の群生地でかなりそれを見に来られる方もいらっしゃるということで、陸生というか、陸に

卵を産みつける蛍がいて、そういうのが海岸で見られる場所というのはなかなか希少なところの

ようで、ＳＮＳなんかにきれいな写真が載っているものもあります。そういったものも、情報提

供はしているんで執行部の方も御存じとは思いますが、それとかごみの問題も、これは基本的な

問題ですけれども、そういった環境への配慮というのをこの条例の中で強く打ち出してもらいた

かったなというのがあります。もちろんそのヒメボタルという、そういう特徴のある環境がある

んであれば、それがこの工事によって壊れていないことを期待するし、それを壊れていなければ、

今後、影響を与えないように保護をしていくといいますか、守っていく、保っていく、そういっ
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た環境を守っていく姿勢というのが必要であって、この条例にもそういった環境面への配慮とい

うことに特化して打ち出してほしかったなというのがあります。 

 今、ここで私がはじめて言ったんじゃなくて、このことは執行部には伝えてありますので、そ

の辺の配慮をして、工事においてもしていただいているものと思いますし、今後、運営にあたっ

て配慮もしていただけるものと思いますが、それを条例にうたってほしかったけれども、うたわ

なくていいのか、何らかの……。どういった方法で配慮をしていくのか、その辺を教えていただ

ければと思います。よろしくお願いします。 

○議長（荒川 政義君）  谷口施設整備課長。 

○施設整備課長（谷口 正義君）  お答えいたします。 

 ヒメボタルの生息につきましては、キャンプ場の建設開始以降、生息しているというお話を伺

いまして、それ以降に町のほうで認識していたところでございます。 

 現在は、工事のために事業地以外に工事車両等がそれ以外に立ち入らないように業者とも打合

せを行っております。 

 また、本地域にはニホンアワサンゴの群生地の海域やヒメボタルの生息など、良好な自然環境

が存在することから、条例の事業内容として本条例の第４条第３号に自然保護思想の普及徹底に

関することの規定を設けました。 

 町といたしましては、生態系や良好な自然環境を保全するため、キャンプ場の管理規則の中で

利用者の方々が生態系や自然環境を損なう行為や迷惑行為等を行わないよう利用者の遵守項目の

中できめ細かく規定したいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  よろしいですか。ほかに質疑はございませんか。白鳥議員。 

○議員（３番 白鳥 法子君）  料金や営業時間については、近隣の既存の片添ヶ浜オートキャン

プ場を参考にされたということでした。条例の中で第５条休館日というところで、こちらのほう

は定休日を設けるということで、直営ということもあって、そういった勤務体制に配慮されたの

かなと思うんですが、例えば、休日が重なればずらすということは書かれておりますが、例えば、

夏休みや連休の中日の平日みたいなときはもう定休日にして休みにしてしまうのかどうかという

ところが気になったので、もしお考えがあればお伺いしたいと思います。 

 あと、この条例だけに関わることではないかもしれないんですが、こちらの施設は町直営とい

うことで完成後の管理はどちらの課がされるのか、現在、この建設をされているのが施設整備課

ということで条例をつくられたんだと思うんですが、引き続き、施設整備課が管理をされるのか

どうかというところが１点と、ここで働く予定の地域おこし協力隊は農林水産課が募集されてい

たように記憶しております。そういった関連する課との連携やこの条例の案をつくるにあたって
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どういったような調整がなされてきたのかということがもしあれば教えていただけたらと思いま

す。 

○議長（荒川 政義君）  谷口施設整備課長。 

○施設整備課長（谷口 正義君）  お答えいたします。 

 今、条例のほうでは毎週水曜日を定休日にしておりますが、第１６条の中でこの条例に定める

もののほか、その他必要な事項は規則で定めるということになっております。後日、建設環境常

任委員会がございますので、そちらのほうでも検討してまいりたいと考えております。今現在、

条例の制定は施設整備課のほうで提出しておりますが、令和５年４月以降は商工観光課へ移管さ

れるため、詳細な運営についてはオープンまでに農林水産課、商工観光課、施設整備課の３課で

緊密に連携しながら運営方針を決めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  藤本町長。 

○町長（藤本 淨孝君）  補足でこの沖家室シーサイドキャンプ場のことなんですけれども、今、

施設整備課が条例の制定まではつくって、そして、商工観光課でという話があったんですけれど

も、こちらはまだ正式に決まっていないので、こちらは執行部のほうでよくよく協議をして、ど

ういった形がそのにぎわいを生むことができるのか、また、効率的な運営ができるのかというこ

とを検討していきたいと思います。 

 そして、この施設自体が地元の方の要望をいただいて、一緒につくり上げてきたものです。私

も住民の説明会に２回行かせていただいてお話を聞かせていただきました。田中議員御指摘のヒ

メボタルの話もいただいております。環境に配慮し地域の皆さんとともにつくっていけるように

つくってまいりたいと思っておりますので御協力よろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  白鳥議員。 

○議員（３番 白鳥 法子君）  御答弁ありがとうございました。まだ、どこの課が所管となって

運営をしていくかが決まっていないという状態で条例がつくられるということにちょっと疑問を

持ったところがございます。 

 今のお二方の答弁を総合して理解すると、取りあえず条例はつくるけれども細かい運営体制な

どはまた令和５年４月以降、体制が決まってから話し合って規則で定めるという理解をしている

んですが、それで大丈夫でしょうか。 

○議長（荒川 政義君）  谷口施設整備課長。 

○施設整備課長（谷口 正義君）  規則自体は令和５年３月中に作成しまして令和５年４月１日に

告示をするということになるかと思います。 

○議長（荒川 政義君）  よろしいですか。 
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 ほかにございませんか。吉村議員。 

○議員（１０番 吉村  忍君）  規則で定めるということになるのかもしれないんですけれども、

定休日が水曜日ということで条例にうたわれております。１泊なんですけれども一番最後の備考

のところの午後３時から翌日１２時までということになると火曜日からの１泊は受け付けないと

いうことになるんじゃないかと思うんですが、その辺はどのようにお考えでしょうか。（発言す

る者あり） 

○議長（荒川 政義君）  暫時休憩します。 

午後３時10分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後３時17分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。谷口施設整備課長。 

○施設整備課長（谷口 正義君）  お答えいたします。 

 火曜日の日帰りについての利用はできます。泊まりの１泊につきましては管理の体制等ござい

ますので、地元の方との協議を含めまして今後検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。（発言する者あり） 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 お諮りします。質疑が終了しましたので、議案第１８号についてはお手元に配付してあります

議案付託表のとおり、建設環境常任委員会へ審査を付託することにしたいと思います。御異議ご

ざいませんか。 

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  異議なしと認めます。よって、議案第１８号は建設環境常任委員会に付

託することに決定しました。 

 討論・採決は今会期中の最終日の本会議といたします。 

 暫時休憩をします。 

午後３時18分休憩 

……………………………………………………………………………… 

午後３時30分再開 

○議長（荒川 政義君）  休憩前に引き続き会議を開きます。 

────────────・────・──────────── 

日程第１７．議案第１９号 
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日程第１８．議案第２０号 

日程第１９．議案第２１号 

日程第２０．議案第２２号 

日程第２１．議案第２３号 

日程第２２．議案第２４号 

日程第２３．議案第２５号 

日程第２４．議案第２６号 

○議長（荒川 政義君）  日程第１７、議案第１９号周防大島町自然休養村管理センター設置条例

の廃止についてから日程第２４、議案第２６号周防大島町国民健康保険条例の一部改正について

までの８議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第１９号から議案第２６号までについて一括して補足

説明をいたします。 

 まず、議案第１９号周防大島町自然休養村管理センター設置条例の廃止についてであります。 

 周防大島町自然休養村管理センターは、観光総合案内、地域の農林水産振興に資することを目

的に旧東和町により昭和５２年に建築されましたが、以前より施設利用がなく、さらに築４０年

以上を経過し、老朽化のため危険となり、再利用も不可能な状況でございました。 

 本案は、現在、その建物および敷地内工作物の解体・撤去を進めていることから、同施設の設

置を定めた周防大島町自然休養村管理センター設置条例を廃止するものであります。 

 なお、施行日につきましては、令和５年４月１日から施行とするものでございます。 

 以上が議案第１９号の補足説明であります。 

 次に、議案第２０号周防大島町行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に

関する法律に基づく個人番号の利用に関する条例の一部改正についてであります。 

 このたびの改正は、全世代対応型の社会保障制度を構築するための健康保険法等の一部を改正

する法律により、生活保護の医療扶助におけるマイナンバーカードの活用が令和５年度より本格

導入されることとなります。 

 これに伴い、現在、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

において適用対象外となっている外国人の個人番号の利用について、可能とするため、本町にお

ける外国人の生活保護に関する事務を別表に追加するものであります。 

 以上が議案第２０号の補足説明であります。 

 続いて、議案第２１号周防大島町空家等の適正管理に関する条例の一部改正についてでありま

す。 
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 本事案は、平成２７年５月２６日に空家等対策の推進に関する特別措置法が施行されたことに

伴い、法の趣旨に沿った表現や用語の整合性を図る必要から、平成２７年１０月１日に条例の一

部改正を行っていますが、このたび、周防大島町空家等対策計画の実施に伴い、倒壊等、著しく

危険が切迫している空家等に対する必要最小限度の措置を行う緊急安全措置など、運用上必要な

事項を追加するとともに、法と条例が重複する部分を削除し、法が改正された場合に即時対応が

できるよう条例の一部を改正するものでございます。 

 それでは、改正の要点を逐条に沿って御説明申し上げます。 

 議案つづり１８ページの新旧対照表をお願いいたします。 

 まず、第１条で空家等の対策について、法を引用すること、法に規定されていない部分を条例

に定めるように改正を行おうとするものでございます。 

 また、第２条第１項で法に規定していない自治会等について、２項で法の用語を使用すること

について、改正を行おうとするものです。 

 次に、第４条で、努力義務規定から義務規定へ改正を行おうとするものです。 

 これは、新設しようとする第８条の緊急安全措置第３項の費用請求の規定を設けようとするこ

とから行おうとするものでございます。 

 次に、現行の第６条から第８条までは、法と条例が重複することから、削除し、新たに第６条

から第８条までを次のとおり定めようとするものでございます。 

 第６条では、空家等に関する対策を総合的かつ計画的に実施するため、空家等対策計画の策定

についての旨を、第７条第１項は、法第７条の規定に基づき、空家等対策協議会を設置する旨を、

第２項は、組織の構成人数について、第３項は委任についての旨を、また、第８条では、第１項

で倒壊等による著しく危険が切迫している場合にあって、人の生命、身体又は財産に対する甚大

な損害をおよぼすおそれがあるとき、これを予防し、または拡大を防ぐため、必要最小限度の行

為を行う緊急安全措置を講ずることができる旨を、次の第２項では、緊急安全措置を講じた後の

通知等について、第３項では、要した費用の請求についての旨を、それぞれ定めようとするもの

です。 

 次に、法と条例が重複する第９条から第１１条を削ることにより、第１２条から第１４条まで

をそれぞれ３条ずつ繰り上げを行おうとするものです。 

 最後に附則において、第１項で施行期日を令和５年４月１日とし、第２項で周防大島町報酬及

び費用弁償条例一部の別表第１に空家等対策協議会委員、日額、５,０００円の１行を加える改

正を行おうとするものです。 

 以上が議案第２１号の補足説明であります。 

 続いて、議案第２２号周防大島町スクールバス条例の一部を改正する条例の一部改正について
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であります。 

 本案は、令和５年４月、東和小学校の開校により森野小学校が廃校となることに伴い、スクー

ルバス運行にかかる停留所名表記について改正するものです。 

 改正内容は、別表第２から別表第６までの表中森野小学校前の停留所名表記を東和庁舎前と改

めるものです。 

 以上が議案第２２号の補足説明であります。 

 続いて、議案第２３号周防大島町家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正についてであります。 

 このたびの改正は、国の家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一部が

改正されたことに伴い、所要の規定の整備を行うものでございます。 

 それでは、条例の改正案の概要につきまして逐条に沿って御説明いたします。 

 まず、目次の第６章の構成条を第５１条までに改めるものであります。 

 次に、利用乳幼児の安全の確保に関する事項をこのたび新たに第７条の２として、安全計画の

策定等の規定を追加するものであります。 

 その内容は、第１項で家庭的保育事業者等は安全計画を策定し、計画に従い、必要な措置を講

じなければならないとしております。 

 第２項では、職員への計画の周知とともに研修及び訓練の実施、第３項では保護者への計画の

取組内容の周知、第４項では定期的に安全計画の見直しを行うものとしております。 

 次に、第７条の３として、自動車を運行する場合、利用乳幼児の所在確認を行うことの義務づ

けの規定を追加するものであります。 

 その内容は、第１項で、利用乳幼児の施設外での活動等のために自動車を運行する場合、自動

車への乗降の際に、点呼等による所在確認の義務づけ、第２項で、利用乳幼児の送迎を目的とし

た自動車を運行するときの利用乳幼児の所在の見落としを防止する装置の義務づけでございます。 

 第１３条の削除は、国の基準に懲戒権に関する規定が削除されることに伴うものであります。 

 次に、第１４条第２項の改正は、家庭的保育事業者等が職員に対して衛生管理等を定期的に実

施することに努めることについてであります。 

 次に、第５０条として、電磁的記録の規定を追加しております。その内容は、家庭的保育事業

者等が作成、保存等を行うもの、保護者との間の手続等に関係するもので、書面等によることが

規定または想定されているものについて、電磁的方法による対応も可能とするものでございます。 

 なお、附則につきましては、本条例の施行日を令和５年４月１日からとしておりますが、自動

車を運行する場合の所在の確認に関しましては、令和６年３月３１日までは、代替えの方法によ

ることができる経過措置を設けております。 
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 以上が、議案第２３号の補足説明であります。 

 続いて、議案第２４号周防大島町放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部改正についてであります。 

 本案は、放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する国の基準の一部が改正されたことに

伴い、所要の規定の整備を行うものでございます。 

 それでは、条例の改正案の概要につきまして、逐条に沿って御説明いたします。 

 まず、児童の安全の確保に関する事項を、このたび、新たに第６条の２として、安全計画の策

定等の規定を追加するものであります。 

 その内容は、第１項で、放課後児童健全育成事業者は安全計画を策定し、計画に従い、必要な

措置を講じなければならないとしております。第２項では、職員への計画の周知とともに、研修

及び訓練の実施、第３項では保護者への計画の取組内容の周知、第４項では定期的に安全計画の

見直しを行うものとしております。 

 次に、第６条の３は、自動車を運行する場合、利用者の所在確認を行うことの義務づけの規定

を追加するものであります。 

 次に、第１２条の２は、業務継続計画の策定等の規定を追加するものであります。 

第１項で、放課後児童健全育成事業者は感染症や非常災害の発生時における業務継続計画を策定

し、計画に従い、必要な措置を講ずるよう努めなければならないとしております。第２項では、

職員への計画の周知とともに研修及び訓練の実施、第３項では定期的に計画の見直しを行うよう

努めるものとしております。 

 次に、第１３条第２項の改正は、事業者が職員に対して衛生管理等を定期的に実施することに

努めることについてであります。 

 なお、附則につきましては、本条例の施行日を令和５年４月１日からとしておりますが、安全

計画の策定等に関しましては、令和６年３月３１日までの経過措置を設けております。 

 以上が議案第２４号の補足説明であります。 

 続いて、議案第２５号周防大島町特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する

基準を定める条例の一部改正についてであります。 

 このたびの改正は、特定教育・保育の施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準の一部

が改正されたことに伴い、所要の規定の整備を行うものでございます。 

 それでは、条例の改正案の概要につきまして御説明いたします。 

 まず、目次の第４章の構成条を第５５条までに改めるものであります。 

 次に、第５条第２項から第６項までの電磁的方法に関する記載を削り、新たに第５４条として

電磁的記録等の規定を追加するものであります。 
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 第２６条の削除は、国の基準に懲戒権に関する規定が削除されることに伴うものであります。 

 第３８条第２項は第５条の一部の改正に伴うものでございます。 

 次に、第５４条として追加をいたしました電磁的記録等の規定について御説明いたします。 

 その内容は、保育所等の子ども・子育て支援を行う事業者等における書面等の作成、保存等に

ついて、電磁的方法による対応も可能とするものでございます。また、事業者等が保護者への説

明等のうち、書面等で行うものおよび書面等で行うことが想定されているものについて、電磁的

方法による対応も可能とするものでございます。 

 附則の改正は、語句の修正でございます。 

 以上が議案第２５号の補足説明であります。 

 続いて、議案第２６号周防大島町国民健康保険条例の一部改正についてであります。 

 このたびの改正は、出産育児一時金の支給額を現行の４０万８,０００円から４８万８,０００円

へと８万円引き上げるとした健康保険法施行令等の一部改正に伴い、本町の国民健康保険条例に

規定する出産育児一時金の額についても同様の見直しを図るものであります。 

 これにより、出産育児一時金の総額は、産科医療補償制度の加算対象となる出産の場合は、

４８万８,０００円に１万２,０００円を加えた５０万円となります。 

 また、施行期日は、国の健康保険施行令等の改正に合わせ、令和５年４月１日からとするもの

であります。 

 以上が、議案第１９号から議案第２６号までの補足説明であります。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第１９号、質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  御説明の中で現在解体を進めているというような御説明があった

と思うんですが、現状はどういうふうな状況になっているのか教えてください。 

○議長（荒川 政義君）  藤本商工観光課長。 

○商工観光課長（藤本 倫夫君）  ただいまの御質問ですが、おおむね８割方ですかね、あと、

１階の部分が少し残っておりますが、おおむね解体が終わっているところでございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  基本的な疑問なんですけれども、現在、もう、物がほとんどない

という状況で条例の廃止が出てくるというのはちょっと順番として逆じゃないのかなという単純

な疑問があるんですが、そういうことでいいんですかね。結局、私が言いたいのは、条例がある

以上は施設がないとおかしいと思うんですよね。条例を廃止して解体をするというのなら何とな
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く整合性がつくと思うんですけれども、物はないけれども、条例は現在、これまでは、今はある

ということなので。その辺は問題ないんですかね。 

○議長（荒川 政義君）  藤本商工観光課長。 

○商工観光課長（藤本 倫夫君）  ただいまの御質問ですが、条例廃止の適正な時期というのがあ

るんだと思うんですけれども、このたび、商工観光課におきましては、解体のめどが立ちました

ので、今年度中の解体が可能ということで、今回、条例の廃止の上程をさせていただきました。 

 過去の他の公共施設を見ますと、議員御指摘のように、解体前に条例廃止をしているところも

ございます。この用途廃止の段階で条例廃止をするのがいいのか、解体が決まって解体前に廃止

の上程をするのがいいのか、そこらは今後、整合性が取れていない部分がありますので、庁内で

話合いをしまして、次回から適正な時期の条例の廃止の上程をさせていただけたらと考えており

ます。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  今の御答弁はどういうことですかね。今回の手続は不適切だった

ということなんでしょうか。それとも、こういう方法もあり得るよねという話なんでしょうか。

単純な話ですよ。単純な話、物がないのに条例があるという状況になっているんですよ、今。そ

れでいいんですか。条例がある以上はその物を運営していく責任が自治体にはあるはずですよね。

だから、条例があるわけで、条例をまず廃止して、その物の目的がなくなりました、設置目的が

なくなりましたという判断をしてから解体をしないと、では、逆に言えば誰が、条例があるのに

この施設を運営していく、町民のためにこの施設を置いているわけですから、その施設を運営し

ていく責任がありながら、では、どなたがどういう手続を踏んで解体。解体をすればもう使えな

いのは当たり前ですよね。解体という決定をしたその辺の手続は執行部の中だけで済むものなの

かどうか。だったら、この条例の廃止というのは、本当に意味をなさない。 

 追認なんですかね。追認でいいのかどうか。本当に単純な疑問なんですよ。 

 だから、そこの整合性云々ということではなく、町として、それはほかにも今までもそういう

のがあるんなら、町として、きちっとそこは明確になっているはずですけれどね。 

 今回のことがどうであったのか、そこをきちんと見解として出していただきたいと思いますが、

いかがでしょうか。 

○議長（荒川 政義君）  中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  田中議員からの御質問でございます。やはり田中議員が言われる、

順序が間違っていたということでございますが、確かに適切か適切じゃないかというと、もちろ

ん当然、適切じゃないと私どもも思っております。 
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 しかしながら、先ほども副町長の補足説明でありましたように、もう施設自体が老朽化して、

以前から使用がないという状況を踏まえて早急に今解体をしないといけないというような意図も

あったんじゃないかと思いますが、今回の件については適切ではなかったというふうに思ってお

ります。 

○議長（荒川 政義君）  いいですか。ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 次に、議案第２０号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２１号、質疑はございませんか。田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  今回は法と条例が２つあるから、それの整合性、整合性というか、

重複したところを省いたんだという御説明だったと思います。それはそのとおりでいいんですが、

まず、空家法は空家法であるから、今回、条例でどういった部分を担うのかというところを端的

に御説明いただきたいのと、現状、空家の状況というのはこれまでの現行条例でいうところの、

例えば、指導とか情報提供とかそういったことが助言とかそういったことがうたわれている、そ

の状況がどれぐらいあるのかどうか、そこを御説明ください。 

○議長（荒川 政義君）  中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  田中議員から何点か御質問をいただいております。今回の改正の大

きな目的としては、やはり一番のことにつきましては、第８条の緊急安全措置についてのことに

なろうかと思います。以前も田中議員から御指摘がありましたように、空家の倒壊等が著しく、

要は危険が迫っている空家等に対する必要最小限の措置を行うということが一番になると思いま

す。今まではそういったこともできなかったわけでございますが、やはり必要最低限の、例えば、

ネットを張るとか、壁の崩落しそうなところに一時的に撤去を行う、そういったことがこの条例

によって可能になることが一番大きな目的でございます。 

 それともう１点は指導の件数でございますが、ゼロ件というふうになっております。 

 以上です。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  第８条で緊急安全措置がうたわれていますけれども、今回の条例

の改正でこれまでの助言指導とか勧告命令、そういったところが全てこの第８条の緊急安全措置

に変わるというような感じに受け取れるんですが、法の流れとすれば、段階として、ステップと

して助言とか勧告とか命令、大執行、そういった段階を追うようになっていると思うんですが、
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それをどの部分を法を適用するのか、条例で適用するのか、その役割分担というのがちょっとよ

く見えないんですよ。この新旧対照表から言えば、これまでの助言から勧告、命令、大執行まで、

全て緊急安全措置ですか、ここの第８条で規定しますよというような感じなんですけれども、実

務的にいきなりその緊急安全措置になるのかどうか、その前段として、やはり助言、勧告とか、

そういった緩やかな対応の仕方というのが必要になってくるんじゃないかと思うんですけど、そ

こらは法を適用してやっていく、条例での規定は必要ないということでいいんですかね。その辺

が緊急措置だけどんと条例に出てきていますから、法でやるんなら、全部、法でやれば、法を適

用すればいいんじゃないかなという感じがするんで、その緊急安全措置だけ条例に盛り込む、そ

の前段の、例えば、助言、勧告の部分は条例に盛り込まなくていいんですかと。あとは、審議会

があります、協議会ですか。空家等対策協議会、これがどういうふうに機能していくのか、その

緊急安全措置をする判断をこの協議会が全て担うということになるのかどうか、その辺もちょっ

と補足していただけますか。 

○議長（荒川 政義君）  中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  田中議員から御質問をいただきました法と条例との関係でございま

す。あくまで勧告とか最終的な大執行までの分については、あくまで法において明記をされてお

りますので、その部分はやはり法にのっとった対応をしていくようなこととなろうと思います。

今回、法と条例が重複する場所について削除しておりますので、法が改正された場合に、即時に

対応できるよう、いわゆる補完型の条例への改正というふうに捉えていただければいいかと思い

ます。 

 それと、緊急安全措置については空家等対策協議会で決めるというようなことではございませ

ん。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  田中議員。 

○議員（８番 田中 豊文君）  要するに、よく分からないんですよ、この条例改正で条例が担う

部分というのが何なのかというのが。今、空家等対策協議会はそういったものを決める機関では

ないということなんですが、緊急安全措置は条例を基に緊急安全措置をするということだろうと

思うんですよ、この条例の構成からすると。私が言っているのは、その前段の、例えば、助言と

か指導・勧告とか、そういったことをしなきゃいけないんじゃないか、実際問題として。そうい

うことをしないで、いきなり緊急措置ということでいいんですか。それで、前段が必要なら、そ

の前段の部分は何を規定、何を基にやるんですかと。それを空家法の規定に基づいてやるという

のなら、そもそも全て空家法に基づいてこの緊急措置もすればいいんじゃないかなと思うんです

けれども、その辺、非常にこの新旧対照表というか、条例案だけでは実務のところが見えてこな
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いので、補足をお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  中元総務部長。 

○総務部長（中元 辰也君）  ２点ほど御質問をいただいております。あくまで空家等対策協議会

につきましては、特定空家の判定にかかる意見照会に加えて、法に基づく行政大執行等の措置に

対して調査等も行うことと考えられており、調査等も行い、また、附属機関に対して整理し、町

に……。 

 すいません、失礼しました。 

 特定空家の判断にかかる意見照会が主な業務となっております。 

 それと、もう一つは、いきなり緊急措置でいいのかというような御質問だったかと思います。

行政法上では、即時、強制に分類をされます。即時強制とは住民の義務の履行を強制するためだ

けでなく、義務を命じる余裕のない緊急の障害を除く必要がある場合やその性質上、義務を命ず

ることによってその目的を達成することが難しい場合に行政側が行政法規の根拠に基づいて、直

接、住民の身体や財産に実力行使を行い、行政目的を達成することをいいます。このたびの条例

で定めることにより、その措置を講じることができるようになるということでございます。 

 以上でございます。 

○議長（荒川 政義君）  ほかにございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２２号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２３号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２４号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２５号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第２６号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 
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○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で、議案第１９号周防大島町自然休養村管理センター設置条例の廃止についてから議案第

２６号周防大島町国民健康保険条例の一部改正についてまでの質疑を終結いたします。 

 討論・採決は、今会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２５．議案第２７号 

日程第２６．議案第２８号 

○議長（荒川 政義君）  日程第２５、議案第２７号山口県市町総合事務組合を組織する地方公共

団体の数の減少及び共同処理する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更についてと

日程第２６、議案第２８号山口県市町総合事務組合の財産処分についての２議案を一括上程し、

これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第２７号および議案第２８号について一括して補足説

明をいたします。 

 議案第２７号山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同処理する事

務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更についてでございます。 

 令和５年３月３１日限り、山口県市町総合事務組合から周陽環境整備組合が離脱することに伴

い、組合を組織する地方公共団体の数の減少及び組合規約の変更に際して、地方自治法第

２８６条第１項の規定に基づき、協議の内容については関係地方公共団体の議会の議決を経るこ

ととなっておりますので、同法第２９０条の規定による議会の議決をお願いするものであります。 

 なお、この規約は令和５年４月１日から施行することとしております。 

 続いて、議案第２８号山口県市町総合事務組合の財産処分についてであります。 

 周陽環境整備組合が山口県市町総合事務組合の退職手当支給事務を共同処理する団体から離脱

することに伴う財産処分を地方自治法第２８９条の規定により、関係地方公共団体と協議のうえ、

定めることについて、議会の議決をお願いするものであります。 

 以上が、議案第２７号および議案第２８号の補足説明であります。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第２７号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 
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 議案第２８号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で、議案第２７号山口県市町総合事務組合を組織する地方公共団体の数の減少及び共同処

理する事務の構成団体の変更並びにこれに伴う規約の変更についてと、議案第２８号山口県市町

総合事務組合の財産処分についての質疑を終結いたします。 

 討論・採決は、今会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第２７．議案第２９号 

日程第２８．議案第３０号 

日程第２９．議案第３１号 

○議長（荒川 政義君）  日程第２７、議案第２９号油宇集会施設の指定管理者の指定についてか

ら日程第２９、議案第３１号むつみ荘の指定管理者の指定についてまでの３議案を一括上程し、

これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  それでは、議案第２９号から議案第３１号までについて一括して補足

説明をいたします。 

 各議案ともに、周防大島町コミュニティ施設設置条例に定める油宇集会施設、小泊集会施設、

むつみ荘の指定管理者の指定について、地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき議会の

議決を求めるものでございます。 

 まず、議案第２９号油宇集会施設の指定管理者の指定についてであります。 

 この施設は、自治会組織油宇自治会の区域に位置しており、自治会活動の拠点となっていると

ころです。よって、施設の設置目的からも、非公募によりこれからも引き続き油宇自治会を指定

管理者に指定することが好ましいと判断し、提案させていただきました。 

 なお、期間につきましては、令和５年４月１日から令和６年３月３１日としております。 

 次に、議案第３０号小泊集会施設の指定管理者の指定についてであります。 

 この施設につきましても、自治会組織小泊自治会の区域に位置しており、自治会活動の拠点と

なっているところです。よって、施設の設置目的からも非公募によりこれからも引き続き小泊自

治会を指定管理者に指定することが好ましいと判断し、提案させていただきました。 

 なお、期間は同じく令和５年４月１日から令和６年３月３１日としております。 

 続いて、議案第３１号むつみ荘の指定管理者の指定についてであります。 

 この施設につきましても、自治会組織土居自治会の区域に位置しており、自治会活動の拠点と
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なっているところです。よって、施設の設置目的からも非公募により、これからも引き続き土居

自治会を指定管理者に指定することが好ましいと判断し、提案させていただきました。 

 なお、期間は令和５年４月１日から令和１０年３月３１日までの５か年としております。 

 以上が、議案第２９号から議案第３１号までの補足説明であります。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第２９号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３０号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３１号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で、議案第２９号油宇集会施設の指定管理者の指定についてから議案第３１号むつみ荘の

指定管理者の指定についてまでの質疑を終結します。 

 討論・採決は、今会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

日程第３０．議案第３２号 

日程第３１．議案第３３号 

○議長（荒川 政義君）  日程第３０、議案第３２号周防大島町高齢者生活福祉センター「和田

苑」の指定管理者の指定についてと日程第３１、議案第３３号周防大島町高齢者生活福祉セン

ター「しらとり苑」の指定管理者の指定についての２議案を一括上程し、これを議題とします。 

 補足説明を求めます。岡村副町長。 

○副町長（岡村 春雄君）  議案第３２号および議案第３３号について一括して補足説明をいたし

ます。 

 現在、周防大島町高齢者生活福祉センター設置条例に規定する和田苑、しらとり苑につきまし

ては、毎年度１年間を指定期間とし、平成１８年９月より、社会福祉法人周防大島町社会福祉協

議会を指定管理者として協定書を締結し、管理運営をお願いしているところでございます。 

 この事業は、高齢等のため在宅生活に不安のある方に対し、自炊設備のある居室を提供し、生



- 74 - 

活援助員を配置して、利用者に対し相談・助言を行うものでございます。国の定める要綱でも、

指定通所介護事業所を経営するものであって、適切な事業運営が確保できると認められるものを

指定管理者とすることが規定されております。 

 このことから長期間継続し、本施設において、総合事業のデイサービス事業および指定通所介

護デイサービス事業を実施している社会福祉法人周防大島町社会福祉協議会が管理運営を行うこ

とにより、今後も安定的・効果的な施設運営が期待できるものと判断し、引き続き非公募により

指定管理者として１年間の指定をしようとするものでございます。 

 以上が、議案第３２号および議案第３３号の補足説明であります。 

 何とぞ、慎重なる御審議のうえ、御議決を賜りますようよろしくお願いいたします。 

○議長（荒川 政義君）  説明が終わりましたので、これから質疑に入ります。質疑は議案ごとに

行います。 

 議案第３２号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 議案第３３号、質疑はございませんか。 

〔「なし」と呼ぶ者あり〕 

○議長（荒川 政義君）  ないようでありますので、質疑を終結します。 

 以上で、議案第３２号周防大島町高齢者生活福祉センター「和田苑」の指定管理者の指定につ

いてと、議案第３３号周防大島町高齢者生活福祉センター「しらとり苑」の指定管理者の指定に

ついての質疑を終結いたします。 

 討論・採決は、今会期中の最終日の本会議といたします。 

────────────・────・──────────── 

○議長（荒川 政義君）  以上で、本日の日程は全部議了いたしました。 

 本日は、これにて散会をいたします。 

 次の会議は、３月７日火曜日、午前９時３０分から開きます。 

○事務局長（大川  博君）  御起立願います。一同、礼。 

午後４時20分散会 

────────────────────────────── 


